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第 1 章 序 論 
1.1 研究の背景 
キャビテーションは，液体がたとえ室温であっても，流体の静圧が局所的に低下した
ときに気泡が発生する現象である．キャビテーション現象は，流体が加速される箇所で
発生するため，船舶用のプロペラ，ポンプや水車の羽根車など高速の流体を取り扱う
様々な分野で研究がなされている．プラント配管においてもオリフィスや弁といった配管
の絞り部などでキャビテーションが発生する恐れがあり，配管損傷の潜在的要因 (1)(2)と
なる．弁やオリフィスなどの配管の絞り部分では流速が局所的に速くなるため圧力が低
下し，圧力が飽和蒸気圧以下になるとキャビテーション気泡が発生する．下流の流路
拡大部で流速が低下すると，圧力回復によって気泡が崩壊し，衝撃圧力が発生する．
キャビテーション気泡の崩壊に伴い発生する衝撃圧力は壊食や振動をもたらす． 
表 1.1 は，国内外の原子力発電所におけるキャビテーションが原因とされるトラブル
事例 (3)-(9)である。これらのトラブル事例を見ると，キャビテーションによる損傷は弁やオリ
フィスなどの配管絞り部で発生しており，弁については流量調整のため中間開度で運
用するケースで多く見られる。海水系統，冷却水系統等では温度調整を行うためにバ
タフライ弁を絞る操作がなされ，大きな差圧となることでキャビテーションが発生したと考
えられる。 
原子力発電所の配管設計では，プラントの通常運転時にはキャビテーションが生じ
ないように設計されている．しかしながら，プラントの起動や停止時などの過渡的な操作
では，通常運転とは異なる圧力や流量となることがあり，キャビテーションが発生する可
能性がある。高圧の 1 次系冷却材を減圧させる抽出水オリフィスでは，運転操作に伴う
下流の一時的な減圧が起因となってキャビテーションが発生し，エロージョンの進展に
従って通 常 運 転 中でもキャビテーションが継 続したケース(5)もある．また，点 検 時に混
入した異物の噛みこみによりキャビテーションが発生したケース(4)もある． 
このようなトラブルは，原子力 発電 所の過渡的 な運転操作 や弁の絞り過ぎによるも
のであり，プラント設計段階での対策は困難である。それゆえ，これらのトラブルを未然
に防止するためには，キャビテーションの発生をできるだけ早い段階で，確実に検知す
ることが重要となる。 
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表１.1 国内外の原子力発電所におけるキャビテーションによる損傷事例  
プラント名  発生日  概要  
Wolf Creek  
Unit 1  (3 ) 
1985.9.8 
海 水 系 統 の熱 交 換 器 出 口 バイパス弁 下 流 において水 が漏 えいし、
バタフライ弁 近 傍 に顕 著 なキャビテーション・エロージョンによる損 傷
が発 見 された。1987 年 には同 様 の出 口 バイパス弁 下 流 、また安 全
系の２つのバタフライ弁の下流でも減肉が検査で発見された。 
Brunswik  
Unit 1  (3 ) 
1988.12.14 
余 熱 除 去 系 の低 圧 注 入 ラインの隔 離 弁 とサプレッション・プール冷
却 系 の隔 離 弁 目 視 検 査 により減 肉 が確 認 された。設 計 より低 い流
量 で使 用 していたため、キャビテーションが発 生 し減 肉 が生 じた。
Brunswick では検査を行ったところ 2 号機にも同様に減肉が発見さ
れ、1 号 機 の検 査 範 囲 を広 げたところフルフローテストラインの隔 離
弁にも減肉が発見された。同様の問題は Hatch 1 号機でも発見さ
れた。 
Diablo Canyon 
Unit 2  ( 3 ) 
1989-1991 
1989-1991 年 の間 に、抽 出 水 オリフィス隔 離 弁 の下 流 のソケット溶
接部に 9 箇所で破損があった。抽出水オリフィスがキャビテーション・
エロージョンで広がり、キャビテーションによる下流の振 動 が、ソケット
溶接部に疲労を与えた。 
LaSalle  (3 ) 1990 年代  
10 年間に２次系冷却水系統の 25 の弁を含む弁・配管にキャビテー
ションに起因する損傷が 55 回発生した。弁・下流の配管／レデュー
サにピンホールやリークを生じた。 
Dresden  (3 ) 1984-1989 
高圧注入ポンプのテスト系統の戻り配管においてキャビテーションが
発 生 し、制 御 弁 の弁 箱 、下 流 の配 管 とオリフィスにエロージョンが生
じた他、振動による弁の部品の損傷、サポートのゆるみ、5 年間の間
に 29 箇所の補修が必要となった。 
女川 2 号  (4) 1998.3.5 
原子炉起動前の水張り時において、微小な異物をかみ込みシートリ
ークが発 生 、ドレン弁 の弁 体 部 においては、シート部 通 過 後 の圧 力
回復によるキャビテーションエロージョンが進行した。 
美浜 1 号  (3) 1998.12.4 
１次 系 冷 却 水 クーラー戻 りラインの温 度 制 御 弁 出 口 配 管 に海 水 の
漏 えいが発 見 された。バタフライ弁 を調 整 開 で運 用 した際 にキャビ
テーションが生 じてゴムライニングが損 傷 し、海 水 による腐 食 で配 管
が減肉した。 
美浜 2 号  (5) 2000.4.7 
化 学 体 積 制 御 系 抽 出 水 オリフィス下 流 のエルボ溶 接 部 から蒸 気 が
漏えいした。抽出水オリフィスに起動操作に伴う一時的なキャビテー
ションが発 生し、エロージョンの進 展 に伴い通 常 運 転 中 でもキャビテ
ーション振 動 が生 じた。そのため配 管 溶 接 部 に疲 労 亀 裂 が進 展 し
た。 
美浜 3 号  (6) 2002.11.15 
プラント起動停止時の RCP* 封水注入時に RCP 封水注入流量調
整弁で発 生したキャビテーション等により、封水 注入ライン内の流 体
に圧 力 脈 動 及 び弁 自 体 の振 動 が発 生 し，下 流 にあった当 該 ベント
弁溶接部にき裂が発生・進展し漏えいに至った。 
（*RCP：一次冷却材ポンプ，Reactor Coolant Pump ） 
泊 2 号  (7) 2003.9.10 
再 生 熱 交 換 器 の胴 側 出 口 配 管 溶 接 部 より漏 洩 が発 生 した。主 要
因 として当 該 部 位 における温 度 ゆらぎとキャビテーション振 動 の重
畳 により溶 接 部 に亀 裂 が発 生 ・進 展 し貫 通 にいたった。キャビテー
ション発 生 位 置 は，当 該 配 管 下 流 の抽 出 水 オリフィスで発 生 してい
た。 
女川 1 号  (8) 2007.5.22 
高 圧 注 水 系 第 一 試 験 用 調 整 弁 （玉 形 弁 ）の弁 棒 及 び平 行 ピンが
折損した。弁開度 30％での調整運転のためキャビテーションが発生
し弁棒，平行ピンにひずみが発生した。 
伊方 1 号  (9) 2010.6.11 
当 該 配 管 の上 流 のバタフライ弁 で海 水 の流 れが絞 られた際 、当 該
弁 下 流 でキャビテーションが発 生 し、キャビテーション・エロージョン
により、当該配管のライニング上に施工されていた補修材、続いてゴ
ムライニングに局所的な減肉および剥離が生じた。 
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1.2 従来研究の概要 
1.2.1 キャビテーション現象 
図 1.1 に，オリフィスにおけるキャビテーション気泡の発生・消滅を示す．①オリフィス
に流入した流体は加速され，それに伴いベルヌーイの式に従い局所的に静圧が低下
する．②静圧が蒸気圧以下に低下することで気泡が発生する．③流れに沿ってキャビ
テーション気泡がオリフィス下流に移動し流路拡大により流速が低下し圧力が回復す
る．④飽 和 蒸 気 圧を上 回ると気 泡 が消 滅 する．この消 滅 の速さは極 めて大きく，最 終
段階で局所的に数 GPa という極めて高い圧力が発生する．材料表面に壊食を生じたり，
配管振動が発生することで，配管損傷の一因となる．  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 1.1 オリフィスにおけるキャビテーション気泡の発生・消滅 
 
表 1.2 は，理論的あるいは実験的に得られたキャビテーション気泡崩壊時の衝撃圧
力について整理したもの(10)である．キャビテーション気泡の崩壊圧力は 1GPa 以上に達
するが，この値は，工具鋼やステライトを破壊させるのに十分な値である．近年，数値計
算を用いて気泡半径，ボイド率，クラウド（気泡群）半径等の初期条件を変えて気泡内
の最大圧力が求められている(11)．計算結果からもクラウドの崩壊時には気泡内に GPa
オーダの高い衝撃圧が発生することが明らかになっている． 
 
 
 
絞り部
流速
①絞り部で流速増加→圧力低下
②圧力が飽和蒸気圧を下回る。→気泡発生（減圧沸騰）
③絞り部下流で流速低下→圧力回復
④圧力が飽和蒸気圧を上回る。→気泡消滅
①②③④
気泡消滅に伴う衝撃圧力発生 → 配管の壊食や振動発生
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表 1.2 キャビテーション気泡の崩壊圧力(10) 
(a) 単一気泡 
研究者 気泡 計算法・計測法 結果
Reyleigh
(1917) 真空気泡 球形・非圧縮性 外部圧力の1260倍
Hickling and
Plesset (1964) ガス気泡 球形・圧縮性 ＜2×10
4　atm
Ivany and
Hammit (1965) ガス気泡 球形・圧縮性
（初期ガス圧　10-3atm）
6.77×104　atm
（初期ガス圧　10-4atm）
5.82×105　atm
Plesset and
Chapman (1971) 蒸気泡
マイクロジェットの速
度から推定 2×10
4　atm
Jones and
Edwards (1960)
電気放電による
半球状気泡 ピエゾ式圧力計 10
4　atm
赤松、藤川
(1978)
液滴衝撃波管内
の水素気泡 圧力計フォロフラフィ 10
4～105　atm
富田、島
(1985)
電気放電による
気泡
圧力計
光弾性 数10MPa
実験
理論
 
 
(b) キャビテーションクラウド 
研究者 キャビテーション発生装置 計測法 結果
Sutton
(1957) acoustic 光弾性 1.36×10
4　atm
遠藤ら
(1972) 磁わい振動法 鋼表面のピット 1.2～1.4GPa
真田ら
(1984) 磁わい振動法
ホログラフィによる衝
撃波速度 ＞1GPa
加藤ら
(1981) 翼　プロペラ 感圧紙
50MPa　（翼）
10MPa　(プロペラ)
岡部ら
(1986) 磁わい振動法 感圧紙 15MPa
大場ら
(1987)
ジェットフロー型
仕切り弁 感圧紙 ＞70MPa
服部ら
(2001)
磁わい振動法
キャビテーション
噴流法
ピエゾ圧電素子
2GPa　（磁わい振動法）
4GPa　（キャビテーション
　　　　　 噴流法）
実験
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1.2.2 キャビテーション損傷の予測と評価の現状 
キャビテーション損傷は，流体力学と材料強度学の境界領域の現象であり，現象自
体が統計・確率的かつ高速，微視的であることから理論的解明が困難であり，今日に
おいても損傷を理論的に精度よく予測することが困難な事象である．そのため，損傷の
予測や評価は実験や経験に基づくものであり，汎用化された評価技術 はない状況に
ある． 
ポンプを対象としたキャビテーション損傷予測については，ターボ機械協会によりキ
ャビテーション損傷の予測と評価に関する指針(TSJ G 001) (12)が公表されており，ポン
プケーシングの振動加速度，AE （Acoustic Emission），騒音（空気，水中）などキャビ
テーション強さを間接的に表している諸量により損傷速度を予測する方法などが記載
されている．吉田ら(13)は，ポンプケーシングに取り付けた AE センサにより衝撃パルスの
測定を行った．Fukuya ら(14)は，複数の加速度センサを用いたキャビテーション強度の
予測手法を提案している．Tan ら（15）は，振動加速度信号の周波数解析から遠心ポン
プのキャビテーション検知を試みている．Escaler ら(16)，Lahdelma ら(17)は，水車を対象
にキャビテーション振動解析を行っている．また，振動・騒音によるモニタリングシステム
（18）（19）の開発が行われ，ポンプ・水車に関して実用段階にあると言える． 
配管系におけるキャビテーションに関する研究は，キャビテーション流動解析に関す
るもの，キャビテーション壊食に関するもの，キャビテーション振動・騒音に関するものと
多岐にわたる．キャビテーション流動に関する研究は，高速度ビデオカメラの普及により
可視化計測 (20)-(23)が盛んに行われるようになり，キャビテーション気泡の挙動などが明
らかとなってきた．近年，CFD 技術の発達により，キャビテーション解析 (24)-(27)について
報告されるようになってきた．キャビテーション壊食については，流体の流速 （28）（29）や温
度 (30)などの運転条件との関係や，材料強度 (31)-(33)の観点から調査がなされている．キ
ャビテーション振動に関する研究は，配管外部での加速度センサ(34)(35)や AE センサ
(36)(37)出 力 とキャビテーション衝 撃 圧 力 や流 動 と関 係 付 ける研 究 がなされいる．なお，
音響に着目した研究については，木村ら(34)が行ったバタフライ弁を対象にしたキャビテ
ーション騒音測定や，Rahmeyer ら(38)のコントロールバルブの騒音測定，Testud ら(39)(40)
によるオリフィス及び多孔板オリフィスを対象にした水中伝播音測定が挙げられる．しか
しながら，振動・騒音の伝播特性が個々に異なるため，配管要素ごとにその信号特性
を把握する必要がある． 
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1.2.3 実機プラント配管におけるキャビテーション損傷防止における課題 
原子力発電所における配管減肉管理については，日本機械学会規格である｢発電
用設 備 規格  配管 減 肉 管理に関する規格」(41)に基づき行われている．本規 格には，
流れ加速型腐食やエロージョンによる配管減肉に関する技術知見が取りまとめられて
おり，キャビテーション・エロージョン防止について以下のような考え方が記されている． 
(1) キャビテーションエロージョンの防止は，支配パラメータであるキャビテーション数σ
の管理で達成できる。但し，弁操作等による過渡的な運転状態については，運転モ
ードによってキャビテーション発生条件を満たす可能性が有り，注意が必要である． 
(2) 減肉量は流速の 4～9 乗に比例し（28）（29）感度が高いことから、基本的にキャビテー
ションの発生を許す設計は極力避けるべきである。 
(3) 材料に対しては硬い材質への変更は減肉低減に効果はあるが、配管材料の制限
から限度が有り、キャビテーション発生の防止による対策が最も効果的である。 
 
このように，キャビテーション数σの管理によりキャビテーション発生を防止することが，
キャビテーション損傷を防止する上で最も重要な対策と言える．しかしながら，キャビテ
ーション数を管理するためには，配管絞り部の流速と絞り部前後の圧力を把握する必
要があるが，実機プラントでは監視計 器の設置箇所が限られており，弁操作の都度，
キャビテーション数を確認することは困難である．そのため，キャビテーション発生を簡
易に検知できるモニタリング手法の開発が望まれる． 
キャビテーションのモニタリングについては，前節において述べたように AE、振動、
音響の測定によりキャビテーション検知が可能であることは，既に確認されている．しか
しながら，それらはキャビテーションが発生していないときのセンサ出力を比較基準とし
た判定方法であり，かつ，配管要素ごとにその振動・騒音の伝播特性が個々に異なる
ため，キャビテーション発生の恐れのある部位ごとに比較基準データを準備する必要が
ある．発電プラントのように弁，オリフィスが多数設置されている場合には，整備すべき
比較基準データ量は膨大となり，比較基準データが必要な従来法の適用は困難であ
る． 
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1.3 研究の目的と本論文の構成 
本研究は，運転中発電プラントの弁・オリフィスなどの絞り部に適用可能なキャビテ
ーション検知手法を提案することを目的とする．キャビテーション検知手法を検討する
に当たり，(1) 配管外部から，(2) 比較基準データを必要とせず， (3)キャビテーショ
ン発生とその強度を検知することを目標とした．また，対象とする配管要素は，プラント
配管においてキャビテーションが発生しやすく，比較的簡単な形状であるオリフィスを対
象とした． 
本論文の内容は以下の通りである． 
第 1 章では，本研究の背景と従来のキャビテーション検知に関する研究をレビュー
し，問題点を明らかにした．振動・騒音によるキャビテーションモニタリングは可能である
が，実機プラント配管に適用するためには，比較基準データを使用しない検知手法が
必要であることを示した． 
第 2 章では，オリフィス下流におけるキャビテーション流動状況について調査する．
キャビテーション数をパラメータとした流動実験を行い，キャビテーション状態変化に伴
う気泡の発達の様相，流速分布等を明らかにする．また，数値流動解析（CFD）を行い，
可視化観察結果等と比較することで，CFD によるキャビテーション流動予測への適用
性について検討する． 
第 3 章では，キャビテーション気泡の崩壊に伴う衝撃圧力が配管構造物に及ぼす
影響について検討する．オリフィス下流を対象とした衝撃力測定ならびに壊食速度測
定から流れ方 向分 布について明らかにする．アルミ試 験片 を用いた壊食 初性 評 価 で
は，キャビテーション数をパラメータとして流動実験を行い，壊食が起こり始めるキャビテ
ーション数を明らかにする．そして，第 2 章で確認したキャビテーション気泡分布と衝撃
力 分 布 及 び壊 食 速 度 分 布を比 較 し，キャビテーション流 動 状 況 との関 係 について考
察する． 
第 4 章では，キャビテーション強さを間接的に表すとされている配管外面振動に着
目し，その信号出力とキャビテーション発達状態との関係について調査する．キャビテ
ーション数をパラメータとした振動測定を行い，キャビテーション発生時の加速度センサ
出力波形の特徴や出力強度の変化を調査する．また，加速度センサ出力の流れ方向
分布と，第 2 章で取得したキャビテーション気泡分布，第 3 章で測定した壊食速度分
布との比較を行い，それらとの関係について考察する．これらの結果を踏まえ，配管絞
り部上流と下流の加速度センサ出力を比較するキャビテーション検知手法について検
討する．また，キャビテーション状態変化に伴う気泡の崩壊位置と，加速度センサ出力
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の変化の関係を考察し，キャビテーション状態を分類する． 
第 5 章では，実機プラント配管でのモニタリングに有利と考えられるマイクロフォンを
用いた非接触測定について検討する．第 4 章で得られた知見を元に，マイクロフォンを
用いた場合でも加速度センサと同様にキャビテーション検知が可能であることを確認す
るとともに，加速度センサからマイクロフォンに変更することによる検知特性の違い及び
その課題を明らかにし，検出特性の改善方法について検討する．また，弱いキャビテー
ション状態の検知方法として，キャビテーション音響の周波数特性やパワースペクトル
について検討する． 
第 6 章では，マイクロフォンによるキャビテーション検知手法の実機プラント配管への
適用性について検討する．具体的には，保温材装着配管における音響計測への影響
を確認し，保温装着配管におけるキャビテーション検知手法の適用方法について調査
する．また，オリフィス以外の配管要素への適用性及び騒音測定における暗騒音の影
響について考察する． 
第 7 章では，前章までの研究成果についてまとめる．また，今後の課題について列
挙する． 
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第 2 章 オリフィス下流におけるキャビテーション流動状況 
2.1 緒言 
プラント配管に発生するキャビテーション損傷は，弁・オリフィスなどの配管絞り部で局所
的に圧力が低下することで発生したキャビテーション気泡が,下流の流路拡大部に移流し，
そこで気泡崩壊時に発生する衝撃圧力が配管壁面に作用することで発生する(1)．キャビ
テーションによる配管損傷を防止するためには，気泡崩壊が激しい箇所を検知する必要
があり，キャビテーション検知手法を検討する上で，流速分布，圧力分布及び気泡分布と
いったキャビテーション流動情報を取得することは極めて重要である．キャビテーション流
動を把握するための取り組みとして，従来から可視化観察が盛んに行われており，オリフィ
ス(2)（3）や比較的可視化が容易な仕切弁 (4)-(6)やバタフライ弁 (7)-(8)について報告例がある．
近年，数値流動解析（CFD）によるキャビテーション解析 (9)-(13)について報告されるようにな
ってきた． 
本章では，キャビテーション検知手法を検討するための基礎データとして，オリフィス下
流のキャビテーション流動情報を取得した．キャビテーション流動状況を把握するために，
従来手法である高速度ビデオカメラによる可視化観察を行い，キャビテーション状態変化
に伴う気泡の発達の様相を観察するとともに，ＰＩＶによる流速分布測定を実施し，流速分
布の取得を試みた． 
次に，高速度ビデオカメラにより撮影されたデジタル画像を用いて輝度値解析を行った．
キャビテーション可視化観察では，瞬時の気泡分布を動画として観察するため，気泡の時
間平均分布の評価は困難である．そこでデジタル画像の輝度値がキャビテーション気 泡
密度を間接的に表していると考え，連続した複数画像の輝度値をピクセルごとに統計処
理することで気泡の時間平均分布等について考察した． 
また， CFD については，マクロ的な流れ場構造，気泡分布の把握を目的に行い，可視
化観察結果等と比較することで，CFD によるキャビテーション流動予測への適用性につい
て検討した． 
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2.2 実験装置と方法 
2.2.1 実験装置 
実験装置の概要を図 2.1 に示す．実験装置は，レザーバ，ポンプ，試験部及び配管
から構 成 されており，閉 ループ構 造 である．レザーバは容 積 が 1.28 m3 の圧 力 容 器 
(安全弁の設定圧力 3.2 MPa) である．レザーバ内部にはヒータが取り付けられており，
1 ℃の精度で水温の調整 (150 ℃以下) が可能である．流量は試験部上流に設置
した電 磁 流 量 計で測 定 し，圧 力は試 験 部 上 流 と下 流 の圧 力 計で測 定 した．また，供
試流体の温度はレザーバに設置した温度計で測定した．実験装置の圧力はレザーバ
に取り付けた窒素ボンベにより加圧し調 整した．実 験流 速はポンプの回転 数をインバ
ータにより制御して調整した．供試流体には水道水を用いた．供試流体中の溶存気体
の量が気泡の発生や気泡崩壊時の衝撃力に影響を与えると考えられることから，実験
前と実験後に溶存酸素濃度を測定した． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2.１ 実験ループ 
 
2.2.2 試験体 
キャビテーション可視化実験に用いた試験部を図 2.2 に示す．試験部は配管とオリ
フィス及びウォータジャケットで構成される．試験部配管は内径 49.5 mm の円管である．
オリフィスは長さ 28mm, 内径 24.75mm である．ウォータジャケットは矩形形状をしており，
可視化可能範囲はオリフィス上流 78mm から下流 372mm である．試験部はすべてアク
PP
F
T
Nitrogen tank
Reservoir
Pump
Test section
Heater
P : Pressure meter
F  : Flow meter
T  : Thermocouple
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リル樹脂製である．なお，実験に用いたオリフィスは，長さ 28mm と比較的長くオリフィス
内径 24.75mm と同程度の長さとした．この形状を選定した理由は，(1) 絞り部内での
可視化観察が容易であること，(2) ロングオリフィスや弁など流れ方向に厚みがある配
管要素での振動・騒音特性を調査するためである． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2.2 試験体 (単位：mm) 
 
2.2.3 実験条件 
実験条件としてキャビテーション数を用い，キャビテーション数σは次式で定義した． 
 
2
2
o
v
V
PP

  
ここで，P [Pa] はオリフィス下流圧力，Pv [Pa] は水温に対する飽和蒸気圧，Vo [m/s] は
オリフィス内の平均流速，ρ[kg/m3] は水の密度である．キャビテーション数を変化させる
場合，流速は一定 (Vo = 15.0 ～ 15.4 m/s) としてオリフィス下流の圧力 P を調整した．
実験中の水温はポンプ入熱により徐々に上昇するため，実験条件であるキャビテーション
数を変更する前後で水温を確認した．実験時の水温は 23.7～26.5℃であった．溶存酸
素濃度はβ = 3.77～6.55 g/m3 であった． 
 
2.2.4 PIV システム 
実験に用いた PIV (particle image velocimetry :粒子画像流速測定法) システム
（西華産業製）の写真を図 2.3 に示す．この PIV システムは光源として YAG レーザー
Φ49.5 Φ24.75
Orifice
472 28
Direction of flow
500
Water jacket
50372
P
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(Lee Laser Inc., ダブルパルス Nd: YAG レーザー, 照射エネルギー10mJ at 2,000 
Hz，平均出力 50W)，タイミングコントローラー及び高速度カメラ(Nac Image Technology 
Inc., MEMRCAM GX-1 PLUS，モノクローム，最大シャッター速度 200,000fps)からなる． 
キャビテーション気泡の可視化では，上記の高速度カメラを用い，試験部後方に設置
したメタルハライドランプを光源とした．カメラに写る映像では，透過光によりキャビテー
ション気泡を影として撮影した．PIV 測定では，キャビテーション気泡の無いエリアも適
切に測定する必要があることから，トレーサー粒子としてキャビテーションにより発生する
マイクロバブルの他にナイロン粒子(平均径 4.1 μm) を使用した．レーザーシートは試
験部下方から配管軸中心に沿って照射した． これらの実験では，シャッター速度が速
いほど撮影できる範囲が狭くなるため，撮影したい範囲に応じてシャッター速度を選択
した． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2.3 PIV システム 
 
 
 17
2.3 マクロ流れ場の流速分布測定 
配管壁面近傍におけるキャビテーション気泡分布を把握するためには，キャビテーシ
ョン発生時のマクロな流れ場構造を確認することが重要である．キャビテーション気泡の
影響から，キャビテーション発達状態に応じて流れ場構造も大きく変化する可能性があ
る．そこで，キャビテーション発達状態に応じてどのようにマクロな流れ場構造が異なる
のか評価するために，キャビテーション数σ=2.8，1.4 及び 0.7 の 3 ケースについて PIV
測定を実施した． 図 2.4 にσ=2.8，1.4 及び 0.7 における時間平均の流速分布を示す．
オリフィス内平均流速 Vo = 15.0～15.1 m/s，水温 23.7～25.5℃であった．オリフィス下
流配管におけるレイノルズ数は Re =2.02～2.12×105 の範囲である．シャッター速度は
1,000fps に設定し，画像解像度は 1280×1024 ピクセルとした．PIV 測定はオリフィス
入口からオリフィス下流１D（配管内径：約 50mm）までの範囲とオリフィス下流１D から
2.5D までの範囲に分けて行った． そして，オリフィス下流 1D 位置を境界線として２つ
の流速分布画像を接続した．赤いエリアは流速が速い領域を示し，青くなるに従い流
速が遅い領域を示す． 
σ＝2.8 の時，キャビテーション気泡が目視できない状態であるが，オリフィス出口か
ら噴流が出ていることを確認できる．オリフィス下流において再付着点はおよそ 1.5～
2D の位置であり，オリフィス下流からの位置 x＜1.5D では配管壁面近傍で逆流となっ
ていた．オリフィス出 口 から再 付 着 点 位 置 に向 かって順 流 と逆 流 の境 界 線 が青 い線
（低流速域）として確認できる．  
σ=1.4 の時，キャビテーション気泡はオリフィス内部で観察される状態であるが，オリ
フィス出口から噴流が出ていることを確認できる．オリフィス下流において再付着点はお
よそ 1.5～2D の位置であり，オリフィス下流からの位置 x＜1.5D では配管壁面近傍で
逆流となっていた．これらの結果はσ＝2.8 の場合とそれほど大きな違いは無い．配管
壁面近傍における逆流領域の流速はσ＝2.8 の場合と比べ速い． 
σ=0.7 の時，キャビテーション気泡はオリフィス下流にかけて大きく発達している状態
であるが，その場合でもオリフィス下流の再付着位置は 1.5～2D 位置となり，オリフィス
下流からの位置 x＜1.5D では配管壁面近傍で逆流となっていた．x＜1D の領域では，
気泡密度が非常に高かったため，正確な流速分布を得ることができなかった．そのため，
オリフィス出口付近での噴流構造を特定できなかった．これらの結果から，キャビテーシ
ョン発達状態が大きく異なる場合でも，オリフィス下流の流れ場構造はそれほど大きな
違いはなく，また，キャビテーション数が低下するに従い逆流の流速は速くなった． 
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(a) σ=2.8 
 
 
 
 
 
 
 
 
(b) σ=1.4 
 
 
 
 
 
 
 
 
(c) σ=0.7 
 
 
 
 
 
 
 
図2.4 オリフィス下流における流速分布 
 (Vo = 15.0～15.1 m/s，Re =2.02～2.12×105) 
Orifice outlet1D2D
Orifice outlet1D2D
Orifice outlet1D2D
Velocity
[m/s]
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2.4 高速度カメラによる可視化観察 
キャビテーション数を変化させた場合のオリフィス下流におけるキャビテーション気泡
分布の違いを確認するために，キャビテーション気泡分布の可視化観察と撮影された
写真について輝度の二値化処理を行った．シャッター速度は 1,000fps に設定し，画像
解像度は 1,280 x 1,024 ピクセルとした．撮影範囲はオリフィス入口から下流 2D までの
範囲である．デジタル画像の輝度はモノクロの場合 256 階調に分かれており，透過光を
利 用していることから暗 い範囲は気 泡が濃く，明るいエリアは気泡が淡 い範囲である.
輝度の二値化処理を施すことで，気泡の濃い範囲と気泡の淡い範囲のコントラストをく
っきりとさせることができる．  
図 2.5 にキャビテーション数を 2.8 から 0.6 に変化した時のキャビテーション流動状況
を示す．オリフィス内平均流速 Vo = 15.0～15.1 m/s，水温 25.0～25.9℃であった．オリ
フィス下流配管におけるレイノルズ数は Re =2.07～2.12×105 の範囲である．上側の図
は高速度カメラで撮影した画像であり,下側の画像は輝度の二値化処理 をしたもので
ある．二値化をするための輝度の閾値は，σ＝2.8，2.4，2.0 については 95 に設定し，
その他のキャビテーション数での画像については 75 とした． 
σ＝2.8 の時，キャビテーション気泡を目視できない状態であり，σ=2.4 の場合も同
様である．σ＝2.0 の時には，オリフィス入口近辺で小さい影を確認することができた．
その影の位置は次のフレームでは垂直方向に変化していることから気泡が移流してい
るとは考えにくく，この段階ではキャビテーション気泡は散発的に発生し，おおよそ 1ms
以内で消滅しているものと考えられる．σ=1.6 では, オリフィス前縁において定常的に
影が濃い範囲を確認することができる．σ=1.4 の時，影が濃い範囲がオリフィス前縁か
ら出口まで広がり，オリフィス出口より下流の範囲においても薄くではあるが気泡が流れ
ていた．σ＜1.4 では，キャビテーション数が低下するに従い，キャビテーション気泡が
オリフィス下流方向に徐々に発達していくことを確認できる．σ＜0.9 ではキャビテーショ
ン気泡が配管壁面近傍に到達し，オリフィス下流配管内いっぱいに広がった． 
二値化画像から，キャビテーション気泡が濃い範囲は，σ=0.9 の場合オリフィス下流
からの距離 1.0～1.2D，σ=0.8 の時 1.2～1.4D，σ=0.7 の時 1.4～1.6D，σ=0.6 では
2.0～2.6D 下流まで広がっていることが分かる． 
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図 2.5 キャビテーション気泡分布の可視化画像 
（その 1 Vo = 15.0～15.1 m/s，σ＝2.8～1.2） 
(上図:生写真,下図:輝度値の二値化画像) 
 
(a) σ=2.8 (c) σ=2.0(b) σ=2.4
D
D
(e) σ=1.4 (f) σ=1.2(d) σ=1.6
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図 2.5 キャビテーション気泡分布の可視化画像 
（その２ Vo = 15.0～15.1 m/s，σ＝1.0～0.6） 
(上図:生写真,下図:輝度値の二値化画像) 
 
(h) σ=0.9(g) σ=1.0 (i) σ=0.8
(j) σ=0.7 (l) σ=0.6 (1-3D) (k) σ=0.6 
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2.5 キャビテーション気泡分布の輝度解析 
各キャビテーション数のキャビテーション気泡の可視化から，オリフィス下流における
キャビテーション気泡分布について確認した．しかしながら，これらの結果はキャビテー
ション発達状態を説明するのみであり，キャビテーション発生と気泡崩壊位置について
評価することは困難である．そのため，キャビテーション流動写真について輝度値解析
を実施した．輝度値解析では，デジタル画像の輝度を数値的に取り扱う．画像の輝度
値と気泡密度との関係は不明であるため，この解析手法では気泡密度を定量的に評
価することはできない．しかしながら，画像データを数値的に取り扱うことができるため，
高速度ビデオカメラで取得した連続画像の輝度値分布を統計的に処理することが可
能であり，確率的・統計的現象であるキャビテーション現象を評価するのに有効である．
この解析には，シャッター速度を 10,000fps とし，画像解像度は 512×384 ピクセルとし
た．撮影範囲はオリフィス出口から下流 1.0D から 2.0D の範囲である． 
図 2.6(a)にσ=0.7 でのデジタル画像を，図 2.6(b)に輝度値のコンター図を示す．オリ
フィス内平均流速 Vo = 15.0m/s，水温 26.5℃であった．オリフィス下流配管におけるレ
イノルズ数は Re =2.14×105 である．図 2.6(b)の配色は輝度値が小さい順に，ダークブ
ルー，赤，カーキ，紫，ライトブルー，オーク，灰色である．図 2.6(b)を見ると生画像であ
る図 2.6(a)のキャビテーション気泡の形状をよく表しており，画像中央左側の影が濃い
エリアは赤く，画像下側の明るいエリアは灰色となっている． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2.6 キャビテーション気泡のデジタル画像と輝度値のコンター図 
（Vo = 15.0 m/s，Re = 2.14×10５，σ＝0.7） 
 
 
 
(a) Raw photo
1D2D 1.2D1.4D1.6D1.8D
(b) Contours of brightness
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次に時系列変化を評価するために，連続的に撮影されたキャビテーション流動写真
を元にピクセルごとにその輝度値の統計量を算出した．キャビテーション数は 0.7 であり，
写真のサンプル数は 100 とし，その間隔は 1ms 毎である．  
図 2.7(a)にサンプル画像 100 枚における最小輝度のコンター図を示す．これはキャ
ビテーション気泡が濃い領域が最大どのくらい広がっているのかを表している．赤い範
囲がオリフィス下流 1.8D 位置では配管壁面近傍まで広がっている．キャビテーションク
ラウドがオリフィス下流 1.8D までは配管壁面近傍に存在する可能性がある． 
図 2.7(b)にサンプル画像 100 枚における最大輝度のコンター図を示す.全体的にオ
ークとライトブルーの範囲が占めており，これらの配色は図 2.6 に示すとおり，キャビテー
ション気泡が淡い状態である．また、紫の範囲が画像左上隅に確認でき，この範囲は
比較的キャビテーション気泡が濃いエリアである．  
 図 2.7(c)にサンプル画像 100 枚における平均輝度のコンター図を示す．これは，キャ
ビテーション気泡密度の時間平均的な大きさを表していると考えられ，確率的現象であ
るキャビテーションの気泡分布を，見かけ上，定常的な分布として表すことができる．こ
のコンター図の境界線は図 2.7(a)，(b)と比べ滑らかであることから，キャビテーション気
泡分布の時間平均をよく表していると考えられる．このコンター図から，管中心に近い
ほど及びオリフィス出口に近いほど，キャビテーション気泡が存在する確率は高いと言
える．配管壁面近傍のキャビテーション気泡密度は，オリフィス下流 1D 以降において，
時間平均的に見た場合，それほど高くない．図 2.7(c)においてカーキ及び赤のエリア
は，図 2.5(j)の二値化画像の黒いエリア（輝度値 75 以下）とよく一致する．  
図 2.7(d)にサンプル画像 100 枚における輝度値の平均絶対偏差のコンター図を示
す．これは，各サンプル画像の輝度値とその平均との差の絶対値の平均であり，輝度
の変化量が大きい範囲 を示す．画 像の輝度 値 を直接的に表しているわけではないた
め，画像右側のカーキは濃い気泡が安定的に存在している範囲を指し，逆に画像左
側のカーキは明るい範囲を意味している．図 2.7(d)を見るとオリフィス下流 1D から 1.8D
にかけてライトブルーの範 囲 が配 管 壁 面 近 傍 に存 在 する．更 にそのライトブルーの範
囲の中でオリフィス下流 1.5～1.6D にオークの範囲が確認でき，その場所は輝度の絶
対偏差平均が最大となる範囲，つまり気泡崩壊頻度が高いと推察される範囲である． 
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図 2.7 輝度値解析結果 (その 1） 
 
 
 
 
1D2D 1.2D1.4D1.6D1.8D
(b) Maximum value
1D2D 1.2D1.4D1.6D1.8D
(a) Minimum value
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図 2.7 輝度値解析結果 (その 2） 
1D2D 1.2D1.4D1.6D1.8D
(c) Average value
1D2D 1.2D1.4D1.6D1.8D
(d) Mean absolute deviation
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2.6 キャビテーション数値流動計算 
2.6.1 数値計算の目的  
2.3 節で実施した PIV 測定ではキャビテーション発達状態であるσ=0.7 のとき，オリ
フィス下流 1Ｄまでの気泡密度が高い場所については，正確な流速分布を得ることが
できなかった．キャビテーション気泡によりレーザーシートが適切に流路を横断できない
ことや，散乱 光が流路 手 前の気泡 に遮られることが考えられ，光 学 的な手 法による測
定は困難である．近年，数値流動計算（CFD）技術の発達に伴い，キャビテーション損
傷予測に対し様々な試みが行われている(9)-（13）．数値計算の利点としては実験や配管
での測定を行わなくても流動状態を把握できることにあり，流れ場・圧力分布の計算や
キャビティパターン・キャビティ範囲 の計算など一般的に行 われるようになってきた．本
節ではオリフィス下流におけるキャビテーション流動について数値流動計算を実施し，
その適用性について検討する． 
 
2.6.2 数値計算方法 
数値計算には ANSYS 社の汎用熱流体計算ソフトウェア CFX11.0 を使用した．流路
形状は可視化実験と同じく配管内径 49.5mm，オリフィス内径 24.75mm，オリフィス厚さ
28mm である（図 2.2 参照）．図 2.8 に計算メッシュを示す．計算領域は約 20D の範囲
とし，入口境界から 10D 位置にオリフィスを配置した．計算領域全体でヘキサメッシュで
あり，壁面およびオリフィスに沿うようにＯグリッド・トポロジーを二重に使用しており，総メ
ッシュ数は約 1.3×106 である．径方向のメッシュ幅は，オリフィス内面および配管壁面
に隣接するメッシュで 0.1mm，管中心付近で 0.5mm であり，流れ方向のメッシュ幅は，
オリフィス内で 0.2mm，下流 1D 位置で 0.7mm，下流 2D 位置で 1.3mm である． 
この数値計算ではマクロな流れ場構造の把握と大まかなキャビティパターンの確認を
目的とするため，定常計算とし，計算モデルには極力簡易なものを用いた．キャビテー
ションモデルには，Rayleigh-Plesset の式を基礎とした CFX デフォルト(14)を使用した．
二相流モデルには均質流モデルを用い，相間の速度差を無視した．乱流モデルには
標準 k-ε を用いた．計算条件を表 2.1 に示す．入口及び出口の境界条件には，可視
化実験時に測定したオリフィス上流及び下流の圧力を用いている．  
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図 2.8 計算メッシュ 
 
表 2.１ 計算条件 
Water (25℃) and Vapor(25℃) 
density 997 kg/m3 Fluid 
viscosity 8.899×10-4 Pa・s 
Cavitation model CFX defult (based on Rayleigh-Plesset equation) 
Multiphase model Homogeneous model 
Turbulent model Standard k-ε model 
inlet Static pressure 
outlet Static pressure Boundary Conditions 
wall wall function（generalized log law） 
Number of meshes 1,282,709 
 
 
流れ方向  
流れ方向  
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2.6.3 計算結果 
図 2.9 に，σ=2.8 の時のオリフィス下流における流線および流速分布の計算結果を
示す．管断面平均流速は約 3.75 m/s（Re＝2.08×105），y＋はオリフィス内で 25～241，
オリフィス下流配管で 25～175 である．流れはオリフィス上流で縮流し，オリフィス入口
エッジ部で剥離し，オリフィス下流に向かって噴流となる．再付着点位置はオリフィス下
流 1.8D であり，オリフィス下流からの位置 x＜1.8D では，配管壁面近傍で逆流になっ
ている． 
図 2.10 にσ＝2.8 におけるオリフィス下流 1D，2D 及び 3D 位置での流速分布の PIV
測定結果と数値計算結果の比較を示す．流速分布の測定結果と計算結果は良く一
致した． 
図 2.11 に，σ=2.8 における圧力分布の計算結果を示す．図 2.11 から，最小圧力と
なる位置はオリフィス前縁にあり，2.4 節の可視化観察で確認した気泡が発生し始める
位置とよく一致した． 
初 生 キャビテーション数 を評 価 するために，σ=2.8 のときの最 小 圧 力 の計 算 値
(Pmin=1.57×105［Pa］)とオリフィス下流 10D（出口境界）の圧力（P=3.17×105 [Pa]）から，
最小圧力が飽和蒸気圧（Pv=3.166×103 [Pa] at 25℃)に達するキャビテーション数σ0
を算出した．図 2.12 に，キャビテーション数の変化に伴う最小圧力の変化を示す．キャ
ビテーション数の低下とともに Pmin も徐々に低下し，σ0=1.43 のとき Pmin＝Pv となった．
このキャビテーション数σ0 は，2.4 節の可視化観察で散発的な気泡発生を確認できた
σ=2.0 に比べ，小さい値となった．可視化観察結果と一致しない理由として，評価に
用いた最小圧力を定常計算によって求めていることが原因と考えられる．初生キャビテ
ーションを適切に評価するためには，非定常計算 を行い瞬時 の最小圧力を把握する
必要がある．なお，σ0=1.43 については，オリフィス内で定常的な気泡発生を確認でき
るσ=1.4～1.6 と一致しており，定常計算により定常的な気泡発生条件を判断できると
考える．  
図 2.13 にσ=0.7 の時の流線および流速分布の計算結果を示す．図 2.9 と比較する
と，σ=0.7 の時の噴流はσ=2.8 の時に比べ速く，オリフィス下流の再循環領域での順
流と逆流の境界がより明確である．再付着点位置はオリフィス下流 1.9～2.0D であり，
σ=2.8 の時に比べやや下流にシフトしているが，流れ場構造に大きな違いは無い． 
図 2.14 にσ=0.7 の時のボイド率分布の計算結果を示す．キャビテーション流動にお
いてボイド率を直接測定することは極めて困難であることから，算出したボイド率が正し
いかどうか確認できない．そのため，この結 果は気泡分 布の評価のみとし，ボイド率の
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定量的な評価は行わない．図 2.13 と図 2.14 を比較すると，オリフィス下流における順
流と逆流の境界はボイド率が高い範囲とよく一致した．また，噴流の内部ではボイド率
は低い．この数値計算では定常計算としているため，時間平均値であり可視化観察で
見られる瞬時画像とは異なる．ボイド率の時間平均分布を評価すると，ボイド率の高い
範囲はオリフィス下流 1.6～2.0D で配管壁面に到達している． 
図 2.15 にσ=0.6 の時の流線および流速分布の計算結果を示す．全体的な流れ場
構造は図 2.13 と比較して大きな違いは無い．再付着点位置はオリフィス下流 2.0～
2.3D にあり，σ=0.7 よりわずかに下流にシフトしている．図 2.16 にボイド率分布の計算
結果を示す．ボイド率の高い範囲はオリフィス下流 1.8～2.2D で配管壁面に到達して
おり，σ=0.7 と比べより下流に気泡が濃い領域が発達していることがわかる．このような
傾向は，図 2.5(j)～(l)の可視化観察結果とも定性的に一致する結果となった． 
以上の結果 から，オリフィス下流におけるキャビテーション流動のマクロな流れ場 構
造とキャビティパターンについては，数値計算を用いることで定性的に確認することがで
きた．しかしながら数値計算によりキャビテーション気泡のボイド率を定量的に取り扱う
ためには，検証データによるモデルの妥当性確認が必要であり，キャビテーション気泡
のボイド率測定技術の確立が望まれる． 
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図 2.9 σ＝2.8 における流線および流速分布（計算結果）  
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図 2.10 流速分布の計算結果と PIV 測定結果との比較 
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図 2.11 σ＝2.8 における圧力分布（計算結果） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2.12 キャビテーション数の変化に伴う最小圧力の変化 
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図 2.13 σ＝0.7 における流速分布（計算結果） 
 
 
図 2.14 σ＝0.7 におけるボイド率分布（計算結果） 
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図 2.15 σ＝0.6 における流速分布（計算結果） 
 
 
図 2.16 σ＝0.6 におけるボイド率分布（計算結果） 
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2.7 結言 
本章では，オリフィス下流におけるキャビテーション流動状況を把握するために，キャ
ビテーション数をパラメータとして，高速度ビデオカメラによる可視化観察，ＰＩＶによる流
速分布測定を実施した．また，高速度ビデオカメラにより撮影されたデジタル画像を用
いた輝度値解析を行い，連続画像の時間平均的な取り扱いを試みた．また，CFD によ
る気泡分布の計算を行いその適用性について検討した．これらの取り組みで得られた
知見は以下のとおりである． 
(1) オリフィス下流におけるキャビテーション流動状況はキャビテーション状態が異な
っていても流れ場構造に大きな違いは無い．噴流の再付着点位置はオリフィス下流
1.5～2.0D である． 
(2) キャビテーション気泡分布はキャビテーション数が変化するごとに大きく変化する．
キャビテーション数が低下するに従い，まず，オリフィス入口で散発的に気泡が発生
する．次に，オリフィス前縁に定常的に気泡が発生し，徐々に気泡密度の高い領域
がオリフィス下流に進展する．キャビテーション発達状態では気泡密度の高い領域
がオリフィス下流配管の壁面近傍に到達し，オリフィス直後の再循環領域では配管
内が気泡で満たされた状態となる． 
(3) 輝度値解析から，キャビテーション発達状態における気泡分布は，時間平均的
に見れば配 管 中 心軸 及 びオリフィス出 口に近いほど気 泡 密 度は高い．また，輝 度
値の変動が大きい領域が，オリフィス下流 1.5～1.6D の配管壁面近傍に存在し，キ
ャビテーション気泡崩壊頻度の高い領域と推測される． 
(4) オリフィス下流におけるキャビテーション流動のマクロな流れ場構造とキャビティパ
ターンについては，数値計算を用いることで定性的に確認することができる．  
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第 3 章 キャビテーション衝撃力及び壊食の測定 
3.1 緒言 
キャビテーション壊食は，気泡崩壊により発生する衝撃圧力あるいはマイクロジェット
が極めて短 い時間で極 めて高い圧 力で局 所 的 に作 用することによって生じる材 料 表
面の破壊現象 (1)である．キャビテーション壊食はプラント配管に深刻な損傷を及ぼすた
め，その発生場所，発生条件等を把握することは，配管損傷を防止する上で有用な情
報となる．キャビテーション壊食に関する研究は，ポンプ(2)，調整弁 (3)などで行われてお
り，また，材料強度 (4)（５）の観点からも取り組まれている．キャビテーション気泡崩壊時の
衝撃 力は，流体 力学と材料 力学を結びつける接点であり，キャビテーション壊食 を評
価する上で有効なパラメータとなる．  
本章では，キャビテーション気泡 の崩壊に伴う衝撃圧力 が配管構造 物に及ぼす影
響を評価するために，オリフィス下流を対象とした衝撃力ならびに壊食について流れ方
向分布を調査した．まず，大まかな衝撃力分布を把握するために，感圧紙による評価
を行った．ついで，より定量的に評価するために衝撃力センサを用いた衝撃力の直接
測定を行った． 
また，キャビテーション壊食試験として，銅試験片を用いた壊食速度分布測定を実
施し，オリフィス体系で配管損傷を起こしやすい位置を確認した．アルミ試験片を用い
た壊食初性評価では，キャビテーション数をパラメータとして流動実験を行い，壊食が
起こり始めるキャビテーション数を明らかにした． 
そして，第 2 章で確認したキャビテーション気泡分布と衝撃力分布及び壊食分布を
比較し，キャビテーション流動状況との関係について考察した． 
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3.2 実験装置と方法 
3.2.1 実験装置 
本章の実験で用いた装置は，2.2.1 項 (図 2.1)で述べた流動ループである．壊食
試験及び衝撃力測定を実施するに当たり，試験部は 3.2.2 項の試験体を用いた．流
量は試験部上流に設置した流量計で測定し，圧力は試験部上流と下流の圧力計で
測定した．また，供試流体の温度はレザーバに設置した温度計で測定した．実験装置
の圧力はレザーバに取り付けた窒素ボンベにより加圧し調整した．実験流速はポンプ
の回転数をインバータにより制御して調整した．供試流体には水道水を用いた． 
 
3.2.2 試験体 
衝撃力測定及び壊食測定の試験部を図 3.1 に示す．材質は壊食試験片及び衝撃
力センサを取付ける箇所はアクリル製で試験部両端はステンレス製フランジであり,アク
リル試験部をロングボルトで挟み込むようにして実験装置へ取り付けた．上流側フラン
ジはオリフィスとなっている．オリフィス径は 24.75 mm（0.5D）である．試験部内径Ｄ＝ 
49.5 mm である．流路壁面には試験片の取り付け穴を一定間隔で設けた．取り付け穴
には栓をするためのねじが切ってあり，壊食試験片及び衝撃力センサを取り付ける構
造となっている．  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3.1 試験体 （単位：mm） 
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3.2.3 実験条件 
実験条件としてキャビテーション数を用い，キャビテーション数σは次式で定義した． 
 
2
2
o
v
V
PP

  
ここで，P [Pa] はオリフィス下流圧力，Pv [Pa] は水温に対する飽和蒸気圧，Vo [m/s] は
オリフィス内の平均流速，ρ[kg/m3] は水の密度である．キャビテーション数を変化させる
場合，流速は一定 (Vo = 15.0 ～ 15.4 m/s) としてオリフィス下流の圧力 P を調整した．
実験中の水温はポンプ入熱により徐々に上昇するため，実験条件であるキャビテーション
数を変更する前後で水温を確認した．実験時の水温は 20.0～26.5℃であった．実験時の
溶存酸素濃度はβ = 3.77 ～ 6.55 g/m3 であった． 
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3.3  感圧紙を用いた衝撃力分布測定 
3.3.1 測定方法 
流れ方向の壊食率の分布を測定するにあたり，試験片を最大壊食率の領域に取り
付けるために，感圧紙（富士フイルム製プレスケール, 中圧用, モノシートタイプ, 圧力
範囲 10～50MPa）により衝撃力分布を測定した．感圧紙の断面を図 3.2 に示す．感圧
紙は圧力が加わる前は白色であるが，圧力が加わると発 色剤 層の微 小カプセルが破
れ赤く発色する．感圧紙は例えばフランジの締め付け圧力を測定するために，フランジ
の間にはさみ，締め付けた後に発 色の濃淡によって圧力 の絶対値を読みとることも可
能であるが，これは１回の締め付けに対して行うことができる．しかしキャビテーション衝
撃のように繰り返し衝撃を加える場合は，一度カプセルが破れると同じ所に力が加わっ
てもさらに反応はしないため，圧力の絶対値の判定には使えない．しかしながら定性的
には感圧紙をキャビテーションに曝すと針で突いたような小さな赤い斑点が多数生じ，
赤い変色の数密度が高い領域ほどキャビテーション衝撃の頻度が多いと判断すること
ができる．ただし，感圧紙の発色剤層は水が付くと溶けるため，試験部への取付けは，
発色剤層側を薄肉の両面テープで試験部流路内面に貼り付け，さらに受圧面側の端
部を強粘着テープで貼り付けて水の侵入を防いだ．また感圧紙の面積を大きくすると，
実 験 中 に流 路 内 が負 圧 になるため感 圧 紙 が波 打 つので，感 圧 紙 は短 冊 型 （長 さ
210mm 幅 15mm）に切り複数取り付けた． 
 
 
 
 
 
 
図 3.2 感圧紙断面図 
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顕色剤層
支持体
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3.3.2 測定結果 
オリフィス内平均流速 Vo = 15.3 m/s，キャビテーション数σ= 0.7，水温 21℃，下流
圧力 P = 0.08MPa，溶存酸素濃度β= 4.11～5.61g/m３のときの流動状況と，β= 6.89
～8.11g/m３のときの感圧紙による衝撃力分布の測定結果を図 3.3 に示す．感圧紙の
暴露時間は 30 分である．感圧紙実験では感圧紙が水に弱く，装置に水張り後直ちに
実験を開始したため溶存酸素濃度が高い．下流 50mm から 100mm（1.0～2.0D）の間に
は大きな塊状のキャビテーション気泡が見られ，鎖線で囲んだ領域には壁面に接して
いる気泡塊が存在する．感圧紙ではオリフィス下流 55mm から 80mm（1.1～1.6D）の範
囲に密な発色域が生じており，気泡塊が衝撃強さと発色域に影響していると考えられ
る． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3.3 感圧紙による衝撃力分布測定（σ＝0.7， V0＝15.3m/s） 
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3.4 銅試験片を用いた壊食速度分布測定 
3.4.1 試験片 
壊食実験用の銅試験片形状を図 3.4 に示す．先端の壊食面の直径は 5 mm である．
試験片の材料にアルミニウムのような軟質材料を使えば実験時間の短縮を図れるが，
表面に大きな突起が発生し，流れに影響を与える可能性がある．そこで本研究では突
起の影響がより小さい純銅（C1100BD-H）を用いた．純銅を用いた場合，壊食速度が
最大域に達するまでの時間はアルミニウムの約 3 倍になる．そこで鏡面仕上げした試験
片の壊食面を磁わい振動実験装置でキャビテーションにさらし，あらかじめ壊食面を壊
食速度の最大域まで前処理したのち流動実験を行うことにより，実験時間の短縮を図
った．同じ材質の試験片を用い実験前に行った磁わい振動実験における壊食速度の
時間変化を図 3.5 に示す．その結果，実験時間 20 分で壊食速度は最大域に達し，そ
の後はほぼ一定の壊食速度となっていることから，前処理の時間を 25 分とした．壊食
面が流路壁面に対し突き出したり，くぼんでいると流れに影響を与えるため，試験片の
壊食面が流路に対し凹凸なく取り付けられるように，取り付け穴毎の形状に合わせて試
験片の形状を微調整して取り付けた． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3.4 壊食試験片 （単位：mm） 
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図 3.5 磁わい振動実験による銅試験片壊食速度の時間変化 
 
3.4.2 壊食速度の流れ方向分布 
壊食実験で測定した流れ方向の壊食速度分布を図 3.6 に示す．オリフィス内平均
流速 Vo = 15.3m/s，キャビテーション数σ= 0.7 であり，溶存酸素濃度はβ= 4.69～
6.56 g/m3 であった．試験片の実験前後の質量を精密天秤（最小表示 0.01mg）で測定
し，その質量変化と実験時間から単位時間あたりの壊食量を求め，これを壊食速度と
した．各位置で 5 回の壊食実験を行って得られた壊食速度の平均値を示す．壊食速
度のピークは 60mm から 75mm（1.2～1.5D）の範囲で発生した． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3.6 オリフィス下流における銅試験片壊食速度分布 （σ＝0.7，V0＝15.3m/s） 
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図 3.7 にオリフィス内平均流速を変化させた場合の壊食速度分布を示す．キャビテ
ーション数σ=0.7，V0=20.2m/s の条件で壊食速度を測定し，V0=15.3m/s の測定デー
タ（図 3.6）と比較した．その結果，壊食速度は 15.3m/s に比べ 20.2m/s の方が全体的
に大きくなった．また，15.3m/s 及び 20.2m/s の壊食速度の分布形状はほぼ同じであり，
下流 60mm(1.2D)付近にピークが生じた． 
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図 3.7 オリフィス下流における壊食速度の流速依存性（σ＝0.7） 
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3.5 衝撃力測定 
3.5.1 衝撃力センサ 
キャビテーション衝撃 力を測定するための衝撃力センサは福井大学 の服部研究 室
で開発されたものであり，その断面を図 3.8 に示す(6)．衝撃力センサは圧電素子を Ti
製の長さ 30 mm の受圧棒と Cu 製の長さ 15 mm の反射棒でサンドイッチ構造にし，導
電 性 接 着 剤 で固 定 したものである．計 測 用 の圧 電 素 子 は㈱村 田 製 作 所 製 の直 径 5 
mm，厚さ 0.25 mm，共振周波数 8 MHz の円板状ピエゾ圧電セラミックスを用い，接着
部の保護，防振，防水のためにアクリル製のパイプを圧力検出部の周囲に置き，エポ
キシ系接着剤で固定されている． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3.8 衝撃力センサ (単位：mm) 
 
3.5.2 測定システム 
図 3.9 に衝撃力センサによる衝撃力測定システムを示す．これらの装置は流体内に
取り付けて直接キャビテーション気泡の衝撃力を測定可能な装置である．なお，この測
定システムは福井大学の服部研究室の磁わい振動実験で使用されているものであり，
磁わい振動実験に合わせて 19.5 kHz 以下の信号を除去するためにハイパスフィルタ
を通して信号を処理した．このシステムにおける衝撃力のピークを検知する頻度は毎分
600,000 回である． 
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図 3.9 衝撃力測定システム 
 
3.5.3 衝撃力測定結果 
試験部の内壁面に取り付けた衝撃力センサを使用し，キャビテーション気泡崩壊時
に発生する衝撃力測定を実施した．服部ら(６)はキャビテーション噴流実験装置を使用
した壊食実験から，衝撃力エネルギー相当量（測定した衝撃力の 2 乗に測定個数をか
け た も の で 以 後 Σ Fi2 と 記 述 す る ． ） が 107 ～ 108(N2) の 範 囲 で 平 均 壊 食 量 深 さ
（MDERmax）と非常に良い相関があることを報告している．このセンサを使用することで
キャビテーション壊食の初生についても評価できる可能性があることから，衝撃力センサ
によるキャビテーション壊食初生評価ついて検討した．キャビテーション数をパラメータと
し，オリフィス下流の 50 mm，75 mm 及び 100 mm の箇所に衝撃力センサを取り付けて
測定を行った．実験条件はσ＝0.7～1.6 とし，流速はオリフィス平均流速で 15.0 m/s
とした．１分間の衝撃力測定を 3 回実施した．図 3.10 はその測定結果の一例である．
衝撃力の頻度分布は 3 回の測定において同様の分布を示しており，ほとんどが 1N 以
下の値である．最大の頻度となる衝撃力の値は，約 0.1N であった．最大衝撃力には 3
回の測定でばらつきが有り 4.7 から 5.8N となった．この傾向は，他の場所のセンサやキ
ャビテーション数が異なる場合でも定性的に同様の傾向を示した．なお，衝撃力センサ
にかかる衝撃力は，センサ受圧面に比べ小さい面積に作用することから，センサの面積
は衝撃力の測定値には影響せず頻度に影響する．したがって，衝撃力の測定値と測
定個数で算出されるΣFi2 は，センサ面積が異なるデータを比較する場合，センサ面
積による測定個数の補正が必要になる．本実験では服部 らの実験と同一仕様のセン
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サを用いたことから，センサ面積による補正を行わずΣFi2 で比較した． 
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図 3.10 衝撃力測定結果の一例 (σ=0.7, オリフィス下流 50 mm) 
 
3.5.4 衝撃力エネルギー相当量及び衝撃力上位値による評価 
図 3.11(a)～(c)にキャビテーション数と衝撃力の関係を示す．図中の白抜き○印は
ΣFi2 の値を表し，縦軸はグラフ右側に示した．色塗り◆，●，■印は，計測された衝撃
力の 1，3，5 番目に大きな値（それぞれ F1st，F3rd，F5th と呼ぶ）を表し，縦軸はグラフ左
側に示した． 
衝撃力エネルギー相当量を算出するため，1 分間の衝撃力測定を 3 回実施した．オ
リフィス下流の 50 mm ではキャビテーション数が低下するにつれてΣFi2 は低下傾向で
あるが，キャビテーション数の違いによる大きな変化は確認できず，σ＝1.6 の場合を除
き，約 9,500～11,000 N2 の間であった．σ＝0.8 においても特に違いは見られない．ま
た，オリフィス下流の 75 mm や 100 mm の場合でもほぼ同様であり，キャビテーション数
による違いはあまり見られず，ΣFi2 はそれぞれ 9,000～10,500 N2，7,500～10,000 N2
程度である．オリフィス下流 100 mm の箇所は，オリフィス出口から最も遠く，流速が低
下したことから衝撃力の値が小さくなったと考えられる．また，服部らの実験結果 (６)と比
較するとΣFi2 は 3～4 桁も小さく，非常に弱いキャビテーションであることが分かった． 
衝撃力の上位値による評価ではばらつきが大きいことから，衝撃力測定は 1 分間の
測定を 9 回実施した．各印は各実験条件での平均値を表し，誤差バーの下端及び上
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端は最大値と最小値を示している．図 3.11(a)に示す オリフィス下流 50 mm の場合，
σ＝1.1～1.6 の測定結果では，衝撃力は小さく，最も大きい衝撃力でも 2.0 N 未満で
ある．次にσ＝0.9～1.0 の範囲では全体的な傾向はσ＝1.1～1.6 の範囲と同様である．
しかし，数は少ないが，1.5 N 以上の衝撃力が発生しており，F1st では 2.0N 以上の衝撃
力が計測されている．F3rd，F5th ではσ＝1.1～1.6 の測定値と比較して，少し大きくなっ
ているが有意な差は確認できなかった．σ＝0.7～0.8 の範囲では測定される衝撃力も
大 きくなり，F1st の平 均 値 は 2.４～2.9N となった．図 3.11(b) に示 すオリフィス下 流
75mm の場合，σ=1.0～1.6 の範囲では衝撃力の平均値が約 1.0～1.3N と小さいが，
σ＜0.9 で急激に増加し，σ=0.7 のとき F1st の平均値は 5.8N と大きな値となった．図
3.11(c) に示すオリフィス下流 100mm の場合，σ=0.9～1.6 の範囲では衝撃力の平均
値が約 1.0～1.2N と小さく，σ＜0.8 で増加する傾向を確認できた． 
キャビテーション数の低下に伴う，この様な衝撃力の増加傾向は，キャビテーション気
泡が配管壁面へ接近するキャビテーション数とほぼ一致した． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(a) オリフィス下流 50mm 
図 3.11 キャビテーション数と衝撃力の関係 (その 1) 
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 (b) オリフィス下流 75mm 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(c) オリフィス下流 100mm 
図 3.11 キャビテーション数と衝撃力の関係 (その 2) 
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3.6 アルミ試験片を用いた壊食初生評価 
3.6.1 試験片 
本節の実験で使用する試験片形状は 3.4 節で使用した銅壊食試験片と同一の形状
である(図 3.4 参照)．試験片の材質は純アルミ（JIS A1070, ヤング率 71GPa, 引張強度
95 MPa, ビッカース硬さ 38） を用いた．プラント配管材料として使用される炭素鋼やス
テンレス鋼などに比べ，純アルミは軟らかい金属である．そのため，衝撃圧力が試験片に
かかる場合，容易に壊食ピットをつけることができる．この実験は，キャビテーション壊食
が発生するキャビテーション数を調査することを目的としており，衝撃力が弱いキャビテー
ション状態でも壊食ピットを確認できる． 
 
3.6.2 壊食初生評価方法 
キャビテーション実験装置を用い,オリフィス下流でのキャビテーション壊食初生実験
を実施した．Tullis(7)はアルミ材料による壊食実験を実施し，1 分間に 1 平方インチ当り
1 個のピットができるキャビテーション数を壊食の初生として定義していることから，本研
究においてもその定義を参考にして実施した．アルミ壊食試験片は流れ場に影響を与
えないように配管内壁に段差なく取り付け，ねじで固定した．壊食試験片はオリフィス下
流の 50 mm，75 mm 及び 100 mm の 3 箇所に取り付け，キャビテーション数 0.7～1.2
の範囲で，オリフィス平均流速を 15.0 m/s，水温を約 20 ℃で実施した．また，試験時
間を 30 分とした．キャビテーション壊食初生の判断については光学顕微鏡で拡大した
写真で直接ピットを確認することで判断した． 
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3.6.3 壊食面観察 
図 3.12(a)～(d)は，σ＝0.7～1.0 でのアルミ試験片の壊食面の拡大写真を示す．試験
片位置はオリフィス下流 50 mm であり，壊食ピットかどうかの判断は丸く窪み，撮影時に光
を当てたときに反射が起こらないものを壊食ピットと考え，赤丸で囲んだ．σ＝0.7 及び 0.8
では複数の壊食ピットを確認できた．しかしながら，σ＝0.9 及び 1.0 においては壊食ピット
を確認できなかった． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 (a) σ= 0.7                              (b) σ= 0.8 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 (c) σ= 0.9                              (d) σ= 1.0 
 
図 3.12 アルミニウム試験片の壊食面観察 (オリフィス下流 50mm) 
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表 3.1 は各条件におけるアルミ試験片を用いた壊食初生実験の結果をまとめたもの
である．オリフィス下流 50mm 及び 75mm では，σ＜0.8 で壊食ピットを確認できた．オリ
フィス下流 100mm では，σ＝0.7 のときのみ壊食ピットを確認できた．以上のことから，オ
リフィス下流配管においては壊食初生となるキャビテーション数は 0.8＜σ＜0.9 の区間
に有り，σ＞0.9 のキャビテーション数ではキャビテーション壊食は発生しなかった． 
 
表 3.1 アルミ試験片を用いた壊食初生実験結果 
Distance downstream from orifice 
(mm) 
Cavitation 
number   
σ 50 75 100 
0.7 ○(8) ○(12) ○(6) 
0.75 ○(6) ○(11) × 
0.8 ○(15) ○(4) × 
0.9 × × × 
1.0 × × × 
1.1 × × × 
1.2 × × × 
○: Pits, ×: No pits, (number): Number of large pits  
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3.7 衝撃力分布と壊食分布の比較 
図 3.13 に，オリフィス下流における衝撃力の流れ方向分布を示す．図中の衝撃力
は図 3.11 中の最大衝撃力 F1st の平均値である． 
図 3.13 中のオリフィス下流 50mm における衝撃力は，σ=0.7 の時に約 2.4N に比べ
σ=0.8 の時約 2.9N と，σ＝0.7 の方が小さい値である．また，表 3.1 で壊食ピットを確
認できた数は，σ=0.7 の時で 8 箇所，σ=0.8 の時で 15 箇所であり，キャビテーション
がより激しいσ=0.7 の方がσ=0.8 より少ない．これは，キャビテーション数の違いによる
キャビテーション気泡分布の違いによるものと考えられる．第 2 章のキャビテーション気
泡の可視化観察でも，σ=0.7 の時の気泡分布の方がより下流に進展しており，このこと
は，より下流位置でキャビテーション気泡が崩壊していることを意味している．図 3.13 か
ら判断すると，キャビテーション気泡の崩壊頻度の高い位置は，σ=0.8 の時オリフィス
下流 50mm から 75mm 位置であり，σ=0.7 の時で 75mm から 100mm 位置である．  
衝撃力と表 3.1 の壊食ピットが発生したキャビテーション数及び試験片位置を比較
すると，壊食ピットが発生する衝撃力の閾値を確認でき，およそ 2N 以上であった.壊食
初生実験ではアルミ試験片を用いているが，実機プラント配管で使用されている炭素
鋼やステンレス鋼はより強い衝撃力に耐えられる．よって，実機プラントを考えた場合で
も，壊食初生となるキャビテーション数はオリフィス下流 50 mm と 75 mm でσ=0.8 以下，
オリフィス下流 100 mm でσ=0.7 以下でありキャビテーション発達状態もしくはそれに近
い状態であり，σ=0.9 以上ではキャビテーション壊食は起こらないと考えられる． 
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図 3.13 オリフィス下流における衝撃力分布 
[○壊食ピット有り，（数値）：壊食ピット数] 
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3.8 結言 
本章では，キャビテーション気泡 の崩壊に伴う衝撃力が配管構造物に及ぼす影響
を評価するために，オリフィス下流を対象とした衝撃力ならびに壊食について流れ方向
分布を測定した．衝撃力測定は，感圧紙による衝撃力分布測定と，衝撃力センサを用
いて配管内表面にかかる衝撃力の直接計測を実施した．キャビテーション壊食試験で
は，銅 試 験 片を用いた壊 食 分 布 測 定 及びアルミ試 験 片を用いた壊 食 初 生 評 価を実
施した．これらの取組みで得られた知見は以下のとおりである． 
(1) 感圧紙による衝撃力分布測定の結果，σ＝0.7 ではオリフィス下流１.1～1.6D の
範囲で衝撃力が高くなった．このことは第 2 章の可視化観察結果とよく一致する． 
(2) 銅試験片を用いた壊食速度分布測定の結果，σ＝0.7 ではオリフィス下流におけ
る壊食速度分布は，下流 1.2～1.5D で最大となった．また，壊食速度は，流速が速
くなると大きくなるが，その流れ方向分布は変わらなかった． 
（3） オリフィス下流において配管内表面にかかる衝撃力は，１Ｎを超える強い衝撃力
の頻度は少なく，おもに 1Ｎ以下の衝撃力で占められた．材料の耐壊食性の評価の
際に壊食深さとよい相関があるとされている衝撃エネルギー相当量（ΣＦｉ２）を評価し
た結果，キャビテーション数が変 化 してもほとんど変化しなかった．一 方，衝 撃力 の
上位値については，キャビテーション数が 0.9 以下で急激に増加した． 
 (4) アルミ試験片を用いた壊食試験の結果，σ＜0.8 の範囲で壊食ピットが発生し，
σ＞0.9 では壊食ピットが発生しなかった．また，壊食ピットが発生する衝撃力の閾
値は約 2N であった． 
 
配管系のキャビテーションにおいては，キャビテーション発達状態であるσ＜0.9 で，
急激に衝撃力が増加することを勘案すると，キャビテーション発生初期の状態でキャビ
テーション壊食による損傷が発生することは考えにくく，キャビテーション壊食を防止す
るためには，σ＜0.9 の発達状態のキャビテーションを確実に検知することが重要とな
る． 
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第 4 章 加速度センサを用いたキャビテーション検知 
4.1 緒言 
キャビテーション発生に伴い，大きな振動を発生することが知られており，キャビテー
ション気泡の崩壊による衝撃圧力が配管内表面に作用し，その結果として配管外部に
振動として伝達されるものと考えられる．そのため，ポンプ，水車，バタフライ弁など流体
機器の外部で検出される振動などはキャビテーションの強さを間接的に表す指標として
用いられ，機器外部に取り付けた加速度センサ(1)-(5)やアコースティックエミッション(6)－(8)
の出力によるキャビテーション発生のモニタリングや損傷評価方法などが提案されてい
る．しかしながら，これらの手法のほとんどが，キャビテーションが発生していない状態の
センサ出力値を比較基準データとして使用するが，機器ごとに振動伝搬特性が異なる．
比較基準データを使用せず，汎用的に使用できる検知方法は見受けられない．プラン
ト配管におけるキャビテーション発生は，ポンプ以外に弁やオリフィスといった配管絞り
部でも多く見られる．プランと配管における弁やオリフィスの数は極めて多い．そのため，
個々の機器ごとに比較基準データを準備しておくには，多大な労力を要し，現実的で
ない．  
本研究の目的は，プラント配管に適用できるキャビテーション検知手法を提案するこ
とにある．そこで，本章 では，その第一段階として，キャビテーション強さを間接 的に表
すとされている配管外面振動に着目し，その信号出力とキャビテーション発達状態との
関係について検討した．加速度センサを用いた振動測定では，キャビテーション数をパ
ラメータとして，出力波形や出力強度の変化を調査した．また，加速度センサ出力の流
れ方向分布の評価では，第 2 章で取得したキャビテーション気泡分布，第 3 章で測定
した壊食速度分布結果との比較を行い，それらとの関係について考察した． 
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4.2 実験装置と方法 
4.2.1 実験装置 
本章の実験で用いた装置は，2.2.1 項（図 2.1）で述べた流動ループである．加速度
センサを用いた配管表面振動測定を実施するに当たり，試験部は 4.2.2 項の試験体を
用いた．流量は試験部上流に設置した流量計で測定し，圧力は試験部上流と下流の
圧力計で測定した．また，供試流体の温度はレザーバに設置した温度計で測定した．
実験装置の圧力はレザーバに取り付けた窒素ボンベにより加圧し調整した．実験流速
はポンプの回転数をインバータにより制御して調整した．供試流体には水道水を用い
た． 
 
4.2.2 試験体 
キャビテーション実験の試験部を図 4.1 に示す．試験部は配管とオリフィスで構成さ
れる．配管は内径 49.5 mm の円管とし，試験部にはステンレス鋼（SUS304）製を使用し
た．オリフィスは長さ 28 mm，内径 24.75 mm のステンレス鋼（SUS304）製である． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4.1 試験体 （単位：mm） 
 
4.2.3 実験条件 
実験条件としてキャビテーション数を用い，キャビテーション数σは次式で定義した． 
 
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ここで，P [Pa] はオリフィス下流圧力，Pv [Pa] は水温に対する飽和蒸気圧，Vo [m/s] は
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オリフィス内の平均流速，ρ[kg/m3] は水の密度である．キャビテーション数を変化させる
場合，流速は一定 (Vo = 15.0 ～15.4 m/s) としてオリフィス下流の圧力 P を調整した．
実験中の水温はポンプ入熱により徐々に上昇するため，実験条件であるキャビテーション
数を変更する前後で水温を確認した．実験時の水温は 24.0～26.0℃であった．溶存酸
素濃度はβ= 3.0～6.0 g/m3 であった．  
 
4.2.4 加速度センサ 
キャビテーション気泡の崩壊時に壁面が受ける衝撃の加速度（これを衝撃加速度と
いう）を測定すると，卓越周波数は数 10 kHz のオーダにあるとされている(9)．また壊食
量の予測にセンサを用いる場合，10 kHz 以上の高周波数帯域の信号が重要とされて
いる(10)．そこで本 研 究 では，高 周 波 数 帯 域 まで測 定 可 能 な圧 電 型 の加 速 度 センサ
（TEAC 製，703FB，0.3～45 kHz，±3 dB）を使用した．図 4.2 に測定に使用した加速
度センサの概観とその周波数特性を示す． 20kＨｚまでの周波数帯域において，ほぼ
平坦な特性を有している． 
 
 
 
 
 
 
 
(a) 外観 （単位：mm） 
 
 
 
 
 
 
 
 
(b) 周波数特性  
図 4.2 加速度センサ概観及び周波数特性 
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4.2.5 測定システム 
図 4.3 に加速度センサによる測定システムを示す．加速度センサは試験部に薄膜の
両面テープで取り付けた後，樹脂製バンド（ロックタイ）で固定した．加速度信号はアン
プ(TEAC 製，SA-16，入力インピーダンス１MΩ，出力インピーダンス１Ω以下，ゲイン 1
～1000 倍±0.2％)を通してデジタルオシロスコープ（横河電機製，DL708E，サンプリン
グ周波数 10MHz，周波数レンジ DC～２MHｚ）に保存した．データは実験終了後，パソ
コンで処 理 した．測 定 した波 形 のデータは波 形 解 析 ソフト(フルイドテクノロジー社 製 , 
DA DiSP)にて処理を行った． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4.3 測定システム 
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4.3 加速度センサの出力特性 
キャビテーション数σ= 2.8，1.4，及び 0.7 における加速度センサの出力波形を図
4.4 に示す．オリフィス内平均流速は Vo=15.0～15.4m/s である．サンプリング周波数は
10MHz であり，1 回の測定あたりのデータ記録時間は 0.2 秒とした．加速度センサの取
り付け位置はオリフィス出口の下流 100 mm (2D) とした． 
σ= 2.8 では加速度センサ出力値は微小である．σ= 1.4 では出力値は小さいが間
欠的にパルス状の信号が検出された．キャビテーションが発達したσ= 0.7 になると，出
力値の大きいパルス状の信号が検 出され，信号頻度も増加した．これらのパルス状の
信号は，キャビテーション気泡の崩壊によって生じる衝撃圧力が配管内壁面に当たり，
配管材を伝播し，配管外壁面で検出したものと考える．したがってσ=0.7 のようにキャビ
テーションが発達した状態では，パルス状信号の検出の有無によってキャビテーション
発生を判断することが可能である．しかしながら，実機プラント配管では実験室とは異な
り，ポンプやモータの振動など様々なノイズ源がある．仮に，パルス状の信号が検出され
たとしても，キャビテーションによる信号かどうか特定することは困難であると考える． 
次に，キャビテーション数の変化による加速度センサ出力の変化を評価するために，
キャビテーション数をパラメータにして配管壁面が受ける加速度を測定した．オリフィス
内平均流速を一定（Vo = 15.0～15.4 m/s）とし，加速度センサの取り付け位置は，オリ
フィス出口の下流 75 mm (1.5D) とした．加速度の測定は，1 回当たり 0.2 秒の測定を１
条件あたり 5 回繰り返した．収録した波形データから RMS 値を算出し 5 個のデータを
平均した．そして最後に，キャビテーションが生じていない時（σ= 2.8）の出力電圧 RMS
の平均値で除した値をとった．図 4.5 に加速度センサの出力特性を示す．図 4.5 を見る
と，σ= 2.6 付近から加速度センサの出力が増加し始めた．その後σ= 2.0 付近まで増
加した後，出力は低下し始め，σ=1.4 で極小となった．さらにキャビテーション数σを低
下させると，出力が再び増加し始め，σ＜1.0 では急激に増加し，σ= 0.7 付近で最大
に達した．そして，σ= 0.7 以降では出力が大きく低下する結果となった． 
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(a) σ＝2.8 
 
 
 
 
 
 
 
(b) σ＝1.4 
 
 
 
 
 
 
 
(c) σ＝0.7 
図 4.4 オリフィス下流における加速度センサ出力波形 
（Vo = 15.0～15.4 m/s，オリフィス下流 100mm） 
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図 4.5 キャビテーション数の変化による加速度センサ出力 RMS 比 
（Vo = 15.0～15.4 m/s，オリフィス下流 75mm） 
（*σ=2.8 のときの加速度センサ出力に対する相対値） 
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4.4 配管表面加速度の流れ方向分布 
キャビテーション発生時には気泡崩壊によって衝撃圧力が発生し，配管表面での加
速度センサ出力が局所的に大きくなり，発生していない箇所との相対比較を実施する
ことでキャビテーション気泡の崩壊 位置の予測が可能と考 えられる．通常，キャビテー
ション気泡が発生する箇所は絞り部以降の下流と考えられ，配管に他の加振源からの
振動やノイズがあったとしても同 一 配管 上の近 い箇所であれば，絞り部の上流 側 と下
流側で大きな出力差は生じないと考えられる．そこで，上流側と下流側の複数箇所で
加速度センサ出力電圧実効値(RMS)の測定を行い，その出力分布からキャビテーショ
ン検知の可能性を検討した． 
図 4.6 に，キャビテーション数を変化させたとき(σ= 2.8, 1.4, 0.7)の流れ方向の出力
分布を示す．オリフィス内平均流速 Vo=15.0～15.4m/s である．サンプリング周波数は
10MHz であり，1 回の測定あたりのデータ記録時間は 0.2 秒とした．加速度センサの取
り付け箇所は，オリフィス上流で 2 箇所（300mm，90mm），下流で 6 箇所（35mm，50mm，
75mm，100mm，170mm，270mm）である． 
σ= 2.8 の場合は，出力電圧 RMS は最大電圧で 0.47 mV と非常に小さい．また，セ
ンサ出力の流れ方向分布は，上流，下流ともに出力電圧が局所的に大きくなっている
箇所がなく，平坦な分布となった． 
σ= 1.4 の場合は，最大出力電圧値は 5.5 mV とσ= 2.8 と比較して，出力電圧が約
10 倍上昇している．また，センサ出力の流れ方向分布は下流側より上流側の出力電
圧 RMS が大きくなっており，その出力比は約 2 倍である．  
σ= 0.7 の場合，最大出力電圧値が 74.9 mV となり，σ= 1.4 と比較して，10 倍以上
上昇している．また，出力分布は下流側が上流側の 10 倍と大きい． 
このように，キャビテーションの発達状態に応 じて，加速度センサによる流れ方 向分
布は大きく異なり特徴的な分布を示した．オリフィス上流の加速度センサ出力と下流の
出力分布を比較することで，キャビテーション発達状態を判別できる可能性がある． 
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σ=2.8 
 
 
 
 
 
 
 
σ=1.4 
 
 
 
 
 
 
 
 
σ=0.7 
 
 
 
 
 
図 4.6 加速度センサ出力の流れ方向分布 （Vo = 15.0～15.4 m/s） 
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4.5 加速度センサ出力分布と壊食速度分布 
図 4.7 に，第 3 章で述べた銅試験片を用いた壊食速度分布測定結果（図 3.6 参照）
と前節で取得した加速度センサ出力の流れ方向分布(図 4.6)の比較を示す．グラフ左
側の縦軸は加速度センサ出力電圧 RMS 値を示し，右側の縦軸は壊食速度を示す．両
者 の 流 れ 方 向 分 布 を 比 較 す る と ， そ の 傾 向 は ほ ぼ 一 致 し ， オ リ フ ィ ス 下 流 60 ～
75mm(1.2D～1.5D)の位置で最大となった． 
このことから，配管表面 加速度はキャビテーション壊食速度を間接的に表していると
考えられ，配管表面加速度の流れ方向分布測定により，キャビテーション壊食速度が最
大となる位置を特定することできると言える．  
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図 4.7 加速度センサ出力と壊食速度分布との比較（σ＝0.7） 
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4.6 オリフィスの上流と下流との出力比 
4.4 節における配管表面加速度の流れ方向分布測定の結果，オリフィス上流の加
速度センサ出力と下流の出力を比較することで，キャビテーションの発達状態を判別で
きる可能性があることが明らかになった．但し，代表的なキャビテーション条件として，σ
=2.8，1.4 及び 0.7 の 3 ケースのみの測定であり，その他のキャビテーション数について
も確認する必要がある．そこで，本節では，キャビテーション数の変化に伴う，加速度セ
ンサの上流出力と下流出力の変化の仕方について調査した． 
加速度センサ取り付け位置については， 図 4.6 のセンサ出力分布から上流出力・
下 流 出 力 を 代 表 し て い る と 判 断 で き る オ リ フ ィ ス 上 流 90mm(1.8D) 及 び 下 流
75mm(1.5D)とした．出力分布が大きく変化するキャビテーション数を細かく確認する必
要があるため，キャビテーション数は 1.0＜σ＜2.8 の範囲では 0.2 刻み，σ＜1.0 では
0.1 刻みとし，2 点同時測定を行った．測定回数は各キャビテーション数で 5 回とした．
図 4.8 にその結果を示す．上流側の出力電圧は，下流側と同様にキャビテーションが
発生し始めると，次第に大きくなり，σ= 1.6 まで上昇した．また，σ= 1.8 から 1.4 の範
囲で下流側より大きくなった．その後出力電圧は低下し，キャビテーション発達状態で
あるσ＜1.0 になっても出力電圧が上昇することはなく，出力電圧のばらつきは小さかっ
た．また，同時測定した下流側では，σ＜0.9 で上流側出力電圧より大きく，ばらつきが
大きくなった． 
測定した出力電圧 RMS に対して下流側／上流側の比を図 4.9 に示す．同じセンサ
でも感度が多少異なるため，σ= 2.8 のキャビテーションが発生していないときの出力電
圧比が 1 となるように補正値を求め，その値を各キャビテーション数での比に乗じた．下
流側と上流側の出力比は，σ＜1.0 では急激に増加し，σ=0.7 の時，最大倍率 18 倍
となった．キャビテーション壊食が発生し始めるキャビテーション数はσ＜0.9 であり，そ
の場合，下流側／上流側の比は 4 以上である．このように，キャビテーション数に応じて，
下流側／上 流側の比は大きく変化 するため，この指標を用いてキャビテーション発 達
状態を検知することができる． 
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図 4.8  オリフィス上流及び下流における加速度センサ出力 RMS 
（加速度センサ位置：上流 90mm，下流 75mm） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4.9  加速度センサ出力 RMS の下流側／上流側の比 
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4.7 キャビテーション状態の分類 
図 4.10 にキャビテーション流動状態と加速度センサ出力 RMS の下流側／上流側の
比（以下，RMS 比という）との関係を示す．加速度センサの RMS 比は，図 2.5 に示したキ
ャビテーション状態とよく対応していると考えられる．図 2.5 のキャビテーション気泡分布と
図 4.9 の加速度センサ出力 RMS 比の特性を比較し，キャビテーション状態を以下の４段
階に区分した． 
(A) キャビテーションなし  （σ＞2.5） 
(B) オリフィス内での気泡崩壊 （1.9＜σ＜2.5） 
(C) オリフィス下流配管の管軸中心付近での気泡崩壊 （1.1 ＜σ＜ 1.9） 
(D) オリフィス下流配管の壁面付近での気泡崩壊 （σ＜ 1.1） 
(A)～（D）の領域の境界については，RMS 比の基準値を 2 とした．しかし，各領域の境
界は明確に定義できるものではなく，また，σに対して連続的に観察・測定していないこ
とから，境界でのσの値には±0.1 の不確かさがある． 
キャビテーションが発生していない状態(A)の時，加速度センサ出力 RMS 比はほぼ１
である．状態(B)に移行すると，加速度センサ出力の RMS 比は 2 以上となり，σ=2.2 の時
RMS 比は 4 まで増加した．この時，キャビテーション気泡はオリフィス前縁で散発的に発
生，消滅している状態であり，気泡崩壊による衝撃力の発生はオリフィス内に限定されて
いる．状態(C)は，加速度センサ出力 RMS 比は 2 以下である．σ=2.0 から 1.4 にかけて
RMS 比は減少傾向を示し，σ=1.4 の時最小となった．この時の可視化映像（図 2.5 (d)
～(f) 参照）では，キャビテーション気泡の崩壊位置はオリフィス内部から下流配管に移
行した．また，状態(B)のとき一旦増加した加速度センサ出力が，状態(C)では減少して
いることを考慮すると,気泡崩壊位置は管軸中心付近に限られており，壁面近傍には到
達していないものと判断される．状態(D)では，加速度センサ出力 RMS 比は急激に増加
し 2～18 となった．この状態では，可視化映像（図 2.5 (g)～(ｌ) 参照）からも分かるように，
キャビテーション気泡はオリフィス下流配管に広がり，配管壁面付近に到達している． 
加速度センサ出力 RMS 比を用いたキャビテーション状態の評価については，状態
（B）及び状態（D）の場合，RMS 比が 2 以上であるため確実に判断することができる．しか
しながら，状態（C）については，RMS 比が 2 以下であることから，状態(A)との区分が困難
である． 
キャビテーションによる配管損傷防止の観点からは，キャビテーション壊食の恐れのあ
る状態(D)の検知が最も重要となる．また，状態(B)についても，振動やオリフィス内での
壊食が発生する可能性があり，注意が必要である．状態(C)が継続することにより配管が
 70
損傷する危険性は小さいが，流動条件の変動等により状態(B)や(C)に移行することも想
定される．そのため，状態(D)，(B)に比べて優先順位は低いものの，状態(C)も検知でき
ることが望ましい． 
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図 4.10 キャビテーション流動状態と加速度センサ出力 RMS の下流側／上流側の比との関係 
（* 表 3.1 参照） 
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4.8 結言 
本章では，配管外部からキャビテーションを検知する手法として，キャビテーション数
をパラメータとした加速度センサによる振動測定を実施し，センサ出力特性の変化を確
認するとともに，第 2 章で取得したキャビテーション気泡分布，第 3 章で測定した壊食
分布との比較を実施した．これらの取組みで得られた知見は以下のとおりである． 
(1) キャビテーョンの発達とともに，加速度センサ出力波形は高周波のパルス状信号が
増加し，振幅も大きくなった．  
(2) オリフィス体系における加速度センサ出力分布は，キャビテーションの状態に応じて
大きく異なる．σ=2.8 では，上流側出力と下流側出力とで差がなく平坦な分布となっ
た．σ＝1.4 では上流側出力が下流側出力の約 2 倍となり，キャビテーションの激し
いσ＝0.7 では下流側出力が上流側出力の約 10 倍となった． 
(3) オリフィス下流における加速度センサ出力と壊食速度の流れ方向分布は定性的に
一致し，下流 60～75mm(1.2D～1.5D)の位置で最大となった． 
(4) 比較基準データなしでキャビテーションの発達状態を判断する方法として，加速度
センサ出力 RMS の下流側／上流側の比（RMS 比）を提案した． 
(5) キャビテーション気泡分布と加速度センサ出力 RMS 比とを比較した結果，オリフィ
ス下流でのキャビテーション状態は（A）キャビテーションなし，（Ｂ）オリフィス内での気
泡崩壊，(C)オリフィス下流配管の管軸中心付近での気泡崩壊，(D) オリフィス下流
配管の壁面付近での気泡崩壊の 4 段階に分類することができる． 
 
上記 (4) では，2 箇所（絞り部上流及び下流）の測定が必要であるが，キャビテーシ
ョンが発生していない状態での振動値などの比較基準データが不要であり，これらの整
備が困難なプラント配管にも適用でき，キャビテーションの状態を判断できる．  
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第 5 章 マイクロフォンによるキャビテーション検知 
5.1 緒言 
第 4 章では，キャビテーション発生時の配管振動に着目し，キャビテーション状態と
配 管 振 動との関 係を明 らかにするとともに，配 管 絞り部の上 流と下 流の加 速 度センサ
出 力を比 較 することにより，比較 基 準データなしでキャビテーション状 態を判 断する手
法を提案した．しかしながら，実機プラント配管には高温配管や高所配管などセンサの
取り付けが困難な場 所 が多数あり，加速 度センサは適用 範 囲が限 定される．また，加
速度センサは取り付けに時間がかかるなど課題が多い．そこで，本章では，これらの課
題を解 決する方 法としてマイクロフォンによる非 接 触 検 知 手 法の適 用について検 討 し
た． 
キャビテーションのモニタリング手法としてノイズ測定は試みられている．機器外部で
検知される振動と同様に，キャビテーションにより発せられる騒音もまたキャビテーション
強さを間接的に表す指標と考えられ，ポンプ(1)，弁 (2)-(6)などのキャビテーション騒音特
性について調査されるとともに検知が試みられている．しかしながら，これらの取り組みも
比較基準データを必要とするものであり，比較基準データなしで実機プラント配管に適
用可能な検知手法については見受けられない． 
本章では，まず，第 4 章で得られた知見を元に，マイクロフォンを用いた場合でも加
速 度センサと同 様にキャビテーション検 知が可 能であることを確認した．次いで，加 速
度センサからマイクロフォンに変更する際に問題となる S/N の低下について，ハイパスフ
ィルタなどの信号処理方法や指向性マイクロフォンの適用など測定方法の改善につい
て検討した．また，キャビテーションの発達状態に応じて変化するキャビテーション騒音
の周波数特性について評価し，その周波数パターンの変化からキャビテーション状態
を判断する方法について考察した． 
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5.2 実験装置と方法 
5.2.1 実験装置 
本章の実験で用いた装置は，2.2.1 項(図 2.1)で述べた流動ループである．試験部
は 4.2.2 項(図 4.1)と同じくステンレス鋼（SUS304）製の試験体を用いた．流量は試験部
上流に設置した流量計で測定し，圧力は試験部上流と下流の圧力計で測定した．ま
た，供試流体の温度はレザーバに設置した温度計で測定した．実験装置の圧力はレ
ザーバに取り付けた窒素ボンベにより加圧し調整した．実験流速はポンプの回転数を
インバータにより制御して調整した．供試流体には水道水を用いた． 
 
5.2.2 実験条件 
実験条件としてキャビテーション数を用い，キャビテーション数σは次式で定義した． 
 
2
2
o
v
V
PP

  
ここで，P [Pa] はオリフィス下流圧力，Pv [Pa] は水温に対する飽和蒸気圧，Vo [m/s] は
オリフィス内の平均流速，ρ[kg/m3] は水の密度である．キャビテーション数を変化させる
場合，流速は一定 (Vo = 15.0～15.4 m/s) としてオリフィス下流の圧力 P を調整した．実
験中の水温はポンプ入熱により徐々に上昇するため，実験条件であるキャビテーション数
を変更する前後で水温を確認した．実験時の水温は 22.5～26.5℃であった．溶存酸素
濃度はβ = 3.0～6.0 g/m3 であった．  
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5.2.3 マイクロフォン 
マイクロフォンを用いたキャビテーション音響測定を実施するに当たり，指向特性の
異なる 2 種類のマイクロフォンを使用した． 
無 指 向 性 マイクロフォンとして，一 般 的 なコンデンサマイクロフォン（小 野 測 器 製 ，
MI-1233）及びプリアンプ（小野測器製，MI-3110)を使用した．無指向性マイクロフォン
は，周波数帯域 20 Hz ～20 kHz，最大音圧レベル 140 dB，感度- 29 dB±3 dB，外
形寸法φ13.2×13.5 mm である．プリアンプは，周波数帯域 20Hz～20 kHz，ゲイン-3
±1 dB（1 kHz にて），最大出力電圧 3V，入力インピーダンス 約 5 GΩ，外形寸法φ
13×61 mm である．図 5.1 に無指向性マイクロフォンの写真と周波数特性を示す．当該
マイクロフォンの周波数特性は，ほぼ平坦な特性を有している．また，あらゆる方向から
の音を捉えることができるため，定点の音圧測定に向いている． 
 
 
 
 
 
 
(a) 外観 (単位:mm) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(b) 周波数特性 
図 5.1 無指向性マイクロフォン（MI-1233） 
φ13.5
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図 5.2 に示す指向性マイクロフォン（小野測器製，MI-8100，周波数帯域 50Hz ～
20 kHz，外形寸法φ19×200 mm）が検知できる角度は，非常に狭く，位置が特定され
ている音源からの音の測定に適している．図 5.2(b)は，実験に使用した指向性マイクロ
フォンの指向特性である．これらのプロットは，マイクロフォン正面からの音響を基準値
0dB として，その他の方向からの音響の減衰を示している．指向性マイクロフォンの指
向特性は，周波数帯に応じて異なる．１kＨｚの場合，10dB 減衰する角度は 85°である．
8kHz の場合，10dB 減衰する角度は約 33°であり， 周波数が高くなるに従い，マイク
ロフォンの指 向 特 性 は鋭 くなる．マイクロフォンを配 管 表 面 から 50mm 離 した位 置 で
8kHz の音を測定すると，減衰なく測定される配管表面上の音源の範囲は，半径 32mm
の円内である． 
 
 
 
 
 
 
 
(a) 外観 (単位：mm) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(b) 指向特性 
図 5.2 指向性マイクロフォン（MI-8100） 
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5.2.4 測定システム 
図 5.3(a)に，マイクロフォンと加速度センサの同時測定システムを示す．加速度信号
の測定部は，図 4.3 と同じく加速度センサ(TEAC 製，703FB)で検知された信号をアン
プ（TEAC 製，SA-16）を通してデジタルオシロスコープ（横河電機製，DL708E）に保存
した．また，マイクロフォン出力は，アンプ（小野測器製，SR-2200，入力インピーダンス
１MΩ，ゲイン-10～60dB±0.2dB，周 波 数 レンジ 1Hz～20kHz）及 びフィルタユニット
（小野測器製，PS-701，LPF，HPF，スルー対応，カットオフ周波数１Hz～30 kHz）を通
じてデジタルオシロスコープに保存した．測定した波形データは波形解析ソフト(フルイ
ドテクノロジー社製, DA DiSP)にて処理を行った． 
図 5.3(b)に，マイクロフォンの長時間測定システムを示す．マイクロフォン出力信号は
2ch 小型 FFT 分析器 (リオン製，SA-78：最大サンプリング周波数 50kHz，最大記録
時 間 20 分 間 )の波 形 収 録 機 能 を用 いて保 存 した．図 5.3(a)の測 定 システムでは，
50kHz までの高い周波数帯の加速度信号も測定する必要があることから，サンプリング
周波数を高く設定する必要があり，オシロスコープのメモリ容量の関係で，データ記録
時間は 0.2 秒と短い．一方，図 5.3(b)の音響測定に使用したマイクロフォンの周波数範
囲は最大 20kHz であり，高いサンプリング周波数は必要ない．したがって，長時間の測
定データが必要な場合，本システムを使用した．測定した波形データは, 波形処理ソ
フト（リオン製，DA-20PA1）及び波形分析ソフト(キャテック社製，Cat-wave)にて処理を
行った． 
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(a) マイクロフォンと加速度センサの同時測定システム 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(b) マイクロフォンの長時間測定システム 
図 5.3 測定システム 
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5.3 マイクロフォンの出力特性 
キャビテーション数σ= 2.8，1.4，及び 0.7 における無指向性マイクロフォンの出力
波形を図 5.4 に示す．オリフィス内平均流速 Vo=15.0～15.4m/s であった．図 5.3(a) の
測定システムを用い，サンプリング周波数は 500ｋHz，1 回の測定あたりのデータ記録時
間は 0.06 秒とした．マイクロフォンの取り付け位置は，σ=0.7 の時の加速度センサ測定
において最大出力となったオリフィス出口の下流 75 mm とし，配管表面とマイクロフォン
の距離は 50 mm とした． 
σ= 2.8 ではマイクロフォン出力値は微小である．σ= 1.4 では出力値は小さいが間
欠的にパルス状の信号が検出された．キャビテーションが発達したσ= 0.7 になると，出
力値の大きいパルス状の信号が検出され，信号頻度も増加した． 
このようなマイクロフォン出力の特徴は，加速度センサと同じ（図 4.4 参照）であり，パ
ルス状信号の検出の有無によってキャビテーション発生を判断することが可能である．
しかしながら，実機プラント配管では，ポンプやモータからさまざまな騒音が想定され，
それらとの区別が必要である．  
キャビテーション数を変化させた場合のマイクロフォン出力変化を図 5.5 に示す．縦
軸にはマイクロフォン出力電圧の RMS の平均値（3 回のデータ）をとった．σ= 2.2 付近
からマイクロフォンの出力が増加し始めた．RMS はσ= 1.6 付近まで顕著な増加はなか
った．σ= 1.4 で RMS が大きくなっているが，測定時に試験部下流圧力計の取り出し分
岐から音響が発生しており，その影響からマイクロフォン出力が増加していることが考え
られる．さらにσを低下させると，σ＜1.0 で出力が増加し，σ= 0.6 付近でピークに達し
た．そして，σ= 0.6 以降では出力が大きく低下する結果となった． 
加速度センサにおける出力特性（図 4.5 参照）と比較すると，σ＜1.0 で出力が急激
に増加するなど傾向が類似している．しかしながら，マイクロフォンの場合，その変化の
割合は小さい．また，加速度センサの場合に現れるσ＝2.0 付近でのピークについては，
マイクロフォンでは確認できなかった． 
 
 
 
 
 
 
 
 80
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(a) σ＝2.8 
 
 
 
 
 
 
 
(b) σ＝1.4 
 
 
 
 
 
 
 
(c) σ＝0.7 
図 5.4 オリフィス下流におけるマイクロフォン出力波形 
（Vo = 15.0～15.4 m/s，オリフィス下流 75mm） 
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図 5.5 キャビテーション数の変化によるマイクロフォン出力 RMS  
（Vo = 15.0～15.4 m/s，オリフィス下流 75mm，配管表面からの距離 50mm） 
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5.4 マイクロフォンと加速度センサの同時測定 
配管表面の振動を，マイクロフォンで検知することが可能であれば，加速度センサの
代わりにマイクロフォンを使用することができ，加速 度センサでは測 定 が困難である高
温配管でのキャビテーション検知が可能となる．そこで，マイクロフォンと加速度センサ
による同時測定を実施し，配管表面加速度と音響の関係について検討した． 
キャビテーション数σ＝0.7 とし，オリフィス内平均流速 Vo＝15.0m/s とした．図 5.3(a) 
の測定システムを用い，サンプリング周波数は 500ｋHz，1 回の測定あたりのデータ記録
時間は 0.06 秒とした．加速度センサは，オリフィス出口の下流 100 mm に取り付けた．
マイクロフォンはオリフィス出口の下流 100 mm に取り付け，配管表面からの距離を 100，
200，300，400，500，1000 mm に変化させ各距離で同時測定を 5 回実施した．図 5.6
に，加速度センサと配管表面からの距離 200 mm に設置した場合のマイクロフォンの同
時測定出力波形を示す．例えば，パルス状波形に着目すると，加速度センサで検知さ
れた後，マイクロフォンで検出されていることがわかる． 
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図 5.6 加速度センサとマイクロフォンの同時測定  
（Vo = 15.0m/s，σ＝0.7，オリフィス下流 100mm，配管表面からの距離 200mm） 
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図 5.7 は，マイクロフォンの配管表面からの距離と，相互相関解析で算出した加速
度センサ出力とマイクロフォン出力との時間差との関係を示す．相互相関によって求め
られた音速は 334.3 m/s（破線）となった．空気中を伝播する音速は 20 ℃で 343.5 
m/s であり，測定値との差は約 3 ％であることが確認された．このことからキャビテーショ
ンによって生じた衝撃波に起因する配管表面からの放射音響が，空気中を伝播し，マ
イクロフォンで検出されていることが確認され，マイクロフォンでもキャビテーションの検
出及び評価が可能であると考えられる． 
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図 5.7 加速度センサからマイクロフォンへの音響の伝播時間 
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5.5 ハイパスフィルタ処理による検知特性の向上 
前節のマイクロフォンと加速度センサの同時測定により，マイクロフォンは配管表面か
らの放射音響を検知していることを確認できた．このことから，マイクロフォンを用いた場
合でも，第 4 章で述べた加速度センサを用いたキャビテーション検知手法と同様の手
法を適用できる可能性がある．図 5.8 に，キャビテーション数を変化させた場合の，オリ
フィス上流 90 mm と下流 75 mm でのマイクロフォン出力を示す．σ= 0.6 では上流出
力 0.019 V に対し，下流出力 0.036 V であり最大倍率約 2 倍であった．加速度センサ
を用いた場 合の数 十 倍 に比べ上 流 と下流とで顕著な違いと言えず，マイクロフォンは
検知精度が大きく劣る． 
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図 5.8 オリフィス上流及び下流におけるマイクロフォン出力 RMS 
（Vo = 15.0～15.4 m/s） 
 
加速度センサに比べマイクロフォンの検知精度が劣る一因として，一般的に空気伝
播音は他の騒音との区分が難しく，オリフィス上流に設置したマイクロフォンであっても，
オリフィス下流で発生した音も合わせて検知していることが考えられる． 
音響測定実験における測定位置と音源の位置関係を図 5.9 に示す．実際は，キャ
ビテーションによる放射音響は，配管全体から不均一に放射されており特定は困難で
あるが，ここでは簡単のため，位置が測定点 1，2 の正面の 2 箇所の点音源とし，拡散
減衰のみ考慮する．また，床面，壁面における反射音，定在波等は考 慮しないものと
する．音圧は音源からの距離比に反比例することから，音源 O からの音は，測定点 2
では，測定点１で観測される音の 25 %の音圧となる．測定点１でも同様のことが言え，
位置によるキャビテーション音響の比較をする場合，それぞれがノイズ源となることから，
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加速度センサに比べ S/N が低下する一因となる． 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 5.9 実験体系におけるキャビテーション音響伝播 
 
マイクロフォンでは S/N 低下が大きいため，騒音環境下である実機プラントでの測定
では実験と同様の測定ができない可能性がある．そこで，キャビテーション発生時には
高周波成分の信号が増加する(7)特徴があること，高周波成分は回折効果が少ないこ
とから，含まれる周波数帯域ごとにオリフィス下流と上流のマイクロフォン出力を比較し
た．図 5.10 に，キャビテーション数σ= 2.8，1.4，0.6 におけるマイクロフォン出力の 1/3
オクターブバンド解析結果を示す．各キャビテーション数の時の AP 値（オールパス）は，
キャビテーション数の低下に伴い，徐々に大きくなり，1kHz 以上の周波数帯での騒音
値の増加が顕著となる．しかし，騒音の定量値ではキャビテーション発生有無の評価に
比較基準が必要である．オリフィス上流と下流の比較では，σ= 1.4 では，上流と下流
の出力にあまり顕著な違いはなく微小であるが，σ= 0.6 では，6.3 kHz 帯で 11.1 dB，
8 kHz 帯で 11.5 dB 下流のほうが大きな騒音値となった． 
マイクロフォンを用いた絞り部下流と上流の比較の場合，6.3kHz 帯，8kHz 帯といっ
た高周波数成分に着目することが有利であることを確認できた．そこで，マイクロフォン
出力波形を 8kHz のハイパスフィルタ（HPF）処理を施し，下流側／上流側の出力 RMS
比を算出した．図 5.11 に，キャビテーション数を変化させた場合の，マイクロフォン(HPF
有 ，無 )の上 流 出 力 に対 する下 流 出 力 の比 を示 す． 加 速 度 センサより劣 るものの，
HPF 無しでは最大倍率が約 2 倍に対し，HPF 処理をした場合約 3.3 倍となり，検出
感度が向上することを確認した． 
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図 5.10 1/3 オクターブバンド解析結果 
（Vo = 15.0～15.4 m/s，測定位置：オリフィス上流 90mm 及び下流 75mm） 
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図 5.11 マイクロフォン出力 RMS の下流側／上流側の比 
（Vo = 15.0～15.4 m/s，測定位置：オリフィス上流 90mm 及び下流 75mm） 
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5.6 指向性マイクロフォンの適用 
マイクロフォン出力を HPF 処理することで，出力 RMS 比を最大倍率で 3.3 倍に向上
させることができたが，それでも加速度センサ出力 RMS 比が最大で 18 倍になることを
考えると，マイクロフォンの検知精度は大きく劣る．その一因として，前節で述べたように，
一般的なマイクロフォンは全ての方向からの音に対してできるだけ平坦な出力特性（無
指 向 性）を有する設計 となっていることがある．音により目 的とする位 置の配 管 振 動を
推定する目的で使用する場合，目的とする音源以外からの音との分離が重要となる． 
そこで，特定の方向からの音以外は減衰して検知する指向性マイクロフォンによる音
響測定を実施した．キャビテーション数はσ＝0.6～2.8 の範囲とし，オリフィス内平均流
速 Vo=15.0～15.4m/s，水温は 24～27℃とした．図 5.3(b) の測定システムを用い，サン
プリング周波数は 50ｋHz，1 回の測定あたりのデータ記録時間は約 10 秒とした．マイク
ロフォンはオリフィス上流 90mm 及び下流 75 mm の 2 箇所に取り付け，配管表面から
の距離を 50mm とした．マイクロフォンは，配管下方からマイクロフォン正面を管軸中心
に正対させた． 
図 5.12 に，キャビテーション数を変化させた場合の指向性及び無指向性マイクロフ
ォンの出力 RMS 比を示す．マイクロフォン出力波形をカットオフ周波数 8kHz の HPF
処理を施し，下流側／上流側の比を算出した． 
キャビテーション数の変化に伴う，無指向性マイクロフォンの RMS 比の変化は 1.4≦
σ≦2.8 の範囲でほとんど変化がなく約１であり，σ≦1.2 の範囲で増加し始めた．この
キャビテーション数は第４章で区分した状態(D)に該当し（図 4.10 参照），配管損傷防
止の観点から最も注意が必要な状態である．マイクロフォン出力の RMS 比が 2.0 以上
の場合，状態(D)であると判断できる． 
一方，指向性マイクロフォンの RMS 比の変化は，無指向性マイクロフォンと同様に
σ≦1.2 の範囲で増加し始め，状態(D)の領域では RMS 比が 2.0 以上となった．また，
キャビテーション壊食の可能性があるσ＜0.9（3.6 節，3.7 節参照）では，指向性マイク
ロフォンの RMS 比は無指向性マイクロフォンに比べ大きくなった．σ=0.6 のとき最大
RMS 比は 4.3 となり，無指向性に比べ約 30%大きくなった．壊食防止の観点から，指向
性マイクロフォンの方が無指向性マイクロフォンより有利である． 
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図 5.12 指向性マイクロフォン出力 RMS の下流側／上流側の比 
（Vo = 15.0～15.4 m/s，測定位置：オリフィス上流 90mm 及び下流 75mm） 
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5.7 キャビテーション音響の統計的評価 
マイクロフォン出力 RMS 比の感度向上を図るため，キャビテーションに伴い発生する
パルス状の過渡音響に着目し，信号処理方法の改善を図った．環境騒音測定の分野
では，変動する騒音を表示するための指標として時間率騒音レベル LN (8)が用いられ
ている．対象とする時間の N％の時間にわたってあるレベル値を超えている場合，N パ
ーセント時間率騒音レベルといい，例えば 1 時間のうち 30 分間にわたって騒音レベル
がその値以上である場合，L50 と表記する．図 5.13 に，σ=0.7 の時の指向性マイクロフ
ォン出力の流れ方向分布を示す．オリフィス内平均流速 Vo=15.0～15.1m/s，水温は
24～27℃とした．図 5.3(b) の測定システムを用い，サンプリング周波数は 50ｋHz，周
波数レンジは 50Hz～20ｋＨｚである．１箇所あたりのデータ記録時間は約 10 秒とし，マ
イクロフォン出力波形をカットオフ周波数 8kHz の HPF 処理を施し，それぞれの騒音レ
ベルを算出した．青色菱形印は等価騒音レベル Leq（騒音における音波の実効値を意
味する，出力 RMS と同意），ピンク色三角印は L50，誤差バーの上端，下端はそれぞれ
L5，L95 を示す．図 5.13 を見ると，キャビテーション騒音は，変動が大きな騒音であること
がよく分かる．また，オリフィス下流における Leq と L50 に大きな差があるのに対し，上流
ではほとんど差がないことが分かる．この Leq と L50 の差（以降，Leq-L50 と記述する）につ
いて，下流 75mm と上流 90mm での比を算出すると約 5 倍となり，Leq で評価したときの
RMS 比が約 3.0 倍に比べ，大きな値となった． 
図 5.14 に，キャビテーション数を変化させた場合の（Leq-L50）及び Leq の下流側／上
流側の比を示す．キャビテーション数はσ＝0.5～2.8 の範囲とし，オリフィス内平均流
速 Vo=15.0～15.2m/s，マイクロフォンの設置位置はオリフィス上流 90mm 及び下流 75 
mm である．その他の条件は，前述の流れ方向分布測定と同じである． 
（Leq-L50）及び Leq の下流側／上流側の比を比較すると，状態(D)の領域であるσ＜
1.1 において，(Leq-L50)の比が Leq に比べ約 40％大きく，σ=0.6 のとき最大倍率が約
5.8 倍となった．キャビテーション壊食の可能性があるσ＜0.9 では，(Leq-L50)の下流側
／上流側の比は 3 倍以上となった．この(Leq-L50)の下流側／上流側の比を用いて，キ
ャビテーション状態を判断する場合，閾値を 2 以上とすることで状態(D)の判断が可能
である．しかしながら，σ＞1.4 の範囲については，（Leq-L50）の下流側／上流側の比が
ほぼ１であることから，振動やオリフィス内の壊食について注意が必要な状態(B)を検知
することはできなかった． 
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図 5.13 マイクロフォン出力 RMS の流れ方向分布 
（Vo = 15.0～15.1 m/s，σ=0.7，指向性マイクロフォン使用，8kHz HPF 適用） 
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図 5.14 指向性マイクロフォン出力の下流／上流比  
（Vo = 15.0～15.2 m/s，σ=0.7，指向性マイクロフォン使用，8kHz HPF 適用） 
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5.8 周波数解析 
5.8.1 キャビテーション音響の周波数特性 
状態(Ｄ)であるσ＜1.1 の領域については，オリフィス上流と下流の音響レベルに顕
著な違いがあり，5.7 節で述べたキャビテーション検知手法は有効である．しかしながら，
キャビテーション気泡の崩壊がオリフィス内に限定されている状態(B)である弱いキャビ
テーションの場合，この手法を用いて状態(B)の発生の有無を判断することは困難であ
る．そこで，このような弱い状態のキャビテーションを検知するために，キャビテーション
音響の周波数特性について検討した． 
図 5.15 (a)～(o)にオリフィス上流 90mm と下流 75mm における指向性マイクロフォン
のパワースペクトルを示す．キャビテーション数はσ＝0.45～2.8 の範囲とし，オリフィス
内平均流速 Vo=15.0～15.4m/s，水温は 24～27℃とした．図 5.3(b) の測定システムを
用い，サンプリング周波数は 50ｋHz，1 回の測定あたりのデータ記録時間は約 10 秒と
した．マイクロフォンはオリフィス上流 90mm 及び下流 75 mm の 2 箇所に取り付け，配
管表面からの距離を 50mm とした．マイクロフォンは，配管下方からマイクロフォン正面
を管軸中心に正対させた．本周波数解析には，短時間フーリエ変換と呼ばれる手法を
用いた．短時間の解析窓をずらしながらフーリエ変換をしていくもので，図 5.15 は，10
秒間の波形データに対し，その解析窓ごとに算出されたパワースペクトルの平均である．
解析周波数は 50Hz～20ｋＨｚであり，そのときの解析窓の解析点数は 2048 である．解
析窓のオーバーラップ率を 50％としており，10 秒間で約 488 個の解析窓となる．パワー
スペクトルの周波数分解能は 25Hz，分割数は 800 である．窓関数にはハニング関数を
使用した． 
σ＝2.8 のとき，全体的な傾向としては，周波数が高くなるにつれ徐々に低下し，あ
る値に漸近するような分布となった．オリフィス上流及び下流のパワースペクトルに大き
な違いはなく，特に 10kHz 以上ではほとんど同じである．このとき，2kHz 毎に見られる
パワースペクトルのピークは循環ポンプのインバータによるものである．循環ポンプの位
置は，マイクロフォンから約 1.5m 離れた位置にあり，マイクロフォンから音源までの距離
が比較的遠く，オリフィス上流と下流のマイクロフォン出力に大きな違いは生じていない．
この傾向は，σ＝2.6 でも同様である．σ＝2.4 になると，10kHz 以上の周波数帯でオリ
フィス上流，下流ともにパワースペクトルが増加し，ギザギザの周波数ピークが多くなる．
それらの周波数ピークは上流と下流でまったく異なった分布となり，σ＝2.6 までと大き
く様相が変わる．更にσ＝2.2，2.0，1.8，1.6 に低下すると，パワースペクトルは高い周
波数帯側から増加する傾向が見られる．周波数ピークは全体的にギザギザした分布と
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なっており，σ＝2.4 の時と大きな違いはない．σ＝1.4 の場合も，周波数ピークが全体
的にギザギザした傾向 は変わらず，そのピークは上流と下 流とでそれぞれ独 立した周
波数を示している．但し，15kＨｚ以上の周波数帯では，下流のパワースペクトルは平坦
な分布であるのに対し，上流側では鋭いピークを確認でき，1.6≦σ≦2.4 の時と傾向
が異なる．σ＝1.2 になると，下流のパワースペクトルには顕著な周波数ピークは少なく
なり，広帯域の周波数分布となった．7～8kHz 以上の周波数帯では，上流に比べ下
流のパワースペクトルが全体的に大きいことを確認できる．σ＜1.1 の状態(D)について
は，キャビテーション数が低下するに従い，上流と下流のパワースペクトルの差は大きく
なり，より顕著になる．そして，スーパーキャビテーション状態であるσ＝0.45 になると，
オリフィス下流のパワースペクトルは小さくなり，それに伴い上流との差も小さくなった． 
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(c) σ＝2.4 
図 5.15 指向性マイクロフォン出力の周波数特性（その１） 
（Vo = 15.0～15.4 m/s，測定位置：オリフィス上流 90mm 及び下流 75mm） 
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(f) σ＝1.8 
図 5.15 指向性マイクロフォン出力の周波数特性（その 2） 
（Vo = 15.0～15.4 m/s，測定位置：オリフィス上流 90mm 及び下流 75mm） 
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(i) σ＝1.2 
図 5.15 指向性マイクロフォン出力の周波数特性（その 3） 
（Vo = 15.0～15.4 m/s，測定位置：オリフィス上流 90mm 及び下流 75mm） 
 96
1.E-06
1.E-05
1.E-04
1.E-03
1.E-02
0 5 10 15 20
Frequency [kHz]
Po
w
er
 sp
ec
tru
m
 [V
2 /H
z] 75mm downstream
90mm upstream
 
(j) σ＝1.0 
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(k) σ＝0.9 
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(ｌ) σ＝0.8 
図 5.15 指向性マイクロフォン出力の周波数特性（その 4） 
（Vo = 15.0～15.4 m/s，測定位置：オリフィス上流 90mm 及び下流 75mm） 
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(n) σ＝0.6 
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(o) σ＝0.45 
図 5.15 指向性マイクロフォン出力の周波数特性（その 5） 
（Vo = 15.0～15.4 m/s，測定位置：オリフィス上流 90mm 及び下流 75mm） 
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5.8.2 パワースペクトル比 
図 5.16 (a)～(e)は，図 5.15 で示した上流と下流のパワースペクトルについて周波
数帯ごとに比（以下，PSR：Power Spectrum Ratio という）を算出したものである．状態
(A)であるσ＞2.5 のとき，ほとんどの周波数帯で PSR は 0.5～2.0 倍の範囲内にあり，
特に 10kHz 以上では PSR はほぼ 1 である．PSR＝1 は，上流と下流のマイクロフォン出
力がその周波数帯で差 がないことを意味し，キャビテーションによる騒音 がほとんど発
生していないと言える．状態(B)である 1.9＜σ＜2.5 のときは，状態(A)に比べ PSR のば
らつきは大きく，5～15ｋＨｚでは PSR＜1 である周波数帯が多い．PSR<1 は，下流に比
べ上流のマイクロフォン出力の方が大きいことを意味し，5～15ｋＨｚの周波数帯の騒音
源はややオリフィス上流側にあるものと考えられる．状態(C)である 1.1＜σ＜1.9 では，
状態(B)の場合と比べると，全体的に PSR＞1 である周波数帯が多い．特に 15kＨｚ以
上ではその傾向が顕著である．このことは，騒音源がオリフィス上流から下流にシフトし
ていることを意味しており，キャビテーション数 が低下するに従い，気 泡の崩壊 位 置が
下流にシフトする第 4 章での結論と一致する．状態(D)における PSR は，2kHz 以上の
周波数帯において PSR＞2 となった． 
このように，PSR の周波数特性を評価することで，キャビテーション騒音の音源位置
を推定することができ，第 4 章で分類したキャビテーション状態(A)～(D)に準じて判断
することができる． 
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(a) σ＞2.5 （状態(A)） 
0.01
0.1
1
10
100
0 5 10 15 20
Frequency [kHz]
Po
w
er
 sp
ec
tru
m
 ra
tio
 b
et
w
ee
n
do
w
ns
tre
am
 a
nd
 u
ps
tre
am σ=2.4 σ=2.2σ=2.0
2
0.5
 
(b) 1.9＜σ＜2.5 （状態(B)） 
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(c) 1.1＜σ＜1.9 （状態(C)） 
図 5.16 指向性マイクロフォン出力波形のパワースペクトル比 （その１） 
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(d) 0.9≦σ＜1.1 (状態(D) 壊食ピットなし) 
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(e) σ≦0.8 （状態(D) 壊食ピット有り） 
図 5.16 指向性マイクロフォン出力波形のパワースペクトル比 （その 2） 
 
5.8.3 パワースペクトル比の定量評価 
キャビテーション検知を行う際，PSR を用いて定量的に評価するための手法として，
評価基準として PSR＞2 と PSR＜0.5 の 2 つの閾値を設定し，その閾値を超える周波数
帯の数（以下，Frequency band（FB）数という）を評価した．図 5.17 に，キャビテーション
数を変化させた場合の PSR＞2 及び PSR＜0.5 となる FB 数の割合の変化を示す．本
評価では，5.6 節と同じく 8kHz 以上に着目し，8～20kHz の範囲で FB 数を評価した． 
キャビテーション数を変化させた時の PSR＞2 の FB 数は，2.6≦σ≦2.8 ではほぼ 0
であるが，1.8≦σ≦2.4 の範囲ではキャビテーション数の低下に伴う増加傾向を確認
できる． 1.4≦σ≦1.8 になると約 20%の辺りで安定しているが，σ＜1.4 では PSR＞2 と
なる FB 数の割合が急激に増加する．σ≦0.9 では FB 数の割合が 75%を越えた．一方，
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PSR＜0.5 の FB 数の特性は，2.6≦σ≦2.8 ではほぼ 0 であるが，2.2≦σ≦2.4 の時に
最大値をとり約 25%となった．σ＝2.0 で FB 数の割合は約 20%まで減少し，その後σ＝
1.6 まではほぼ 20%近傍で推移した．σ＜1.4 では PSR＜0.5 となる FB 数の割合が急
激に減少を始め，σ≦1.2 ではほぼ 0 となった．このように，PSR＞2 及び PSR＜0.5 とな
る FB 数は，キャビテーション数の変化に伴い特徴的な変化を示し，特にσ≧1.4 の比
較的弱いキャビテーション状態でも区分が可能である． 
第 4 章で分類したキャビテーション状態(A)～(D)と，この PSR＞2 及び PSR＜0.5 と
なる FB 数の特性を対応させるため，FB 数の閾値を 10%に設定した．10%を基準とする
ことで，状態(A)の場合は PSR＞2，PSR＜0.5 ともに 10%以下であるが，状態(B)では PSR
＞2 は 10%以上，PSR＜0.5 は 10%以下，また，状態(C)はともに 10%以上となるなど，キ
ャビテーション状態を明確に区分することができる． 
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図 5.17 PSR>2 及び PSR<0.5 である周波数帯数の割合 
（8kHz 以上の周波数帯を対象とする） 
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5.9 マイクロフォンを用いたキャビテーション検知の手順 
図 5.18 に，5.7 節及び 5.8 節で述べたキャビテーション検知手法に関するまとめを
示す． 
キャビテーション壊食の恐れがある状態(D)を検知する場合，第一段 階として，キャ
ビテーション音響の評価指標として①(Leq-L50)の下流側／上流側の比を用いることが
できる．状態(D)以外のキャビテーション状態を詳細に評価するためには，PSR による評
価が有効である．まず，キャビテーションの発生を判断する場合，10kHz 以上のいずれ
かの周波数帯で PSR＞2 もしくは PSR＜0.5 となっているか確認する．PSR＞2 及び PSR
＜0.5 となる FB 数は，キャビテーション状態の変化に伴い特徴的に変化する．②PSR＜
0.5 となる FB 数の割合が 10%を越えると状態(B)であると判断できる．③PSR＞2 となる
FB 数の割合が 10%を越える場合，①の状態(D)を除くと状態(C)であると判断できる．こ
のように評価指標を組み合わせることで，キャビテーション状態(A)～(Ｄ) を特定するこ
とが可能となる．なお，キャビテーション検知の目的は壊食や配管振動の防止であり，
例えば②PSR＜0.5 による検知範囲と状態（Ｂ）の範囲とが一致する必要はなく，②PSR
＜0.5 による検知範囲が状態（Ｂ）の範囲を包含していればよい． 
(Leq-L50)
(Fig. 5.14)
PSR
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(Fig. 5.17)
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図 5.18 キャビテーション検知手法の概要 
（①～④はキャビテーション検知の優先順位） 
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5.10 結言 
本章では，第 4 章で検討した加速度センサの代わりに，非接触センサであるマイクロ
フォンを用 いたキャビテーション検 知 手 法について検 討した．キャビテーション騒 音 測
定では，加速度センサと同様にマイクロフォンをオリフィス上流及び下流に配置し，その
出力特性の違いを確認するとともに，キャビテーション検知特性の向上を図るため測定
方法や信号 処理方 法について検討 した．これらの取組みで得られた知見は以下のと
おりである． 
 
(1) キャビテーョンの発達とともに，マイクロフォン出力波形は加速度センサ出力波形と
同様に高周波のパルス状信号が増加し，振幅も大きくなった．  
(2) マイクロフォンと加速度センサの同時測定において，加速度センサ出力波形とマイ
クロフォン出力波形の時間差が音速による伝播時間と約 3％の相違で一致した．こ
のことから，マイクロフォンにより配管表面振動 を放射音響 として検出できることを確
認した． 
(3) マイクロフォン出力 RMS 比は，加速度センサの場合と同様にキャビテーションの状
態によって変化し，キャビテーションの発達状態であるσ=0.7 で最大になり約 2 倍と
なった．しかしながら，加速度センサの場合の数十倍に比べるとマイクロフォンは検知
感度が大きく劣る． 
(4) マイクロフォン出力波形について 8kHz の HPF 処理をすることにより RMS 比の最大
値が 3.3 倍に向上した．また，指向性マイクロフォンを適用することで，RMS 比の最大
値は 4.3 倍となり，検知感度が約 30％向上した．更に，過渡音響に着目した評価指
標として，(Leq-L50)の下流側／上流側の比を導入することで，最大値が 5.8 倍となり
検 知 感 度が大きく向 上 し，オリフィス下流 壁 面 付 近で気 泡 が崩 壊する状 態(D)を確
実に検知できた． 
(5) オリフィス上流と下流でのマイクロフォン出力のパワースペクトル比（PSR）は，キャビ
テーション状態ごとに異なる．キャビテーションが生じない状態(A)では，10kHz 以上
の周波数帯では約 1 であるが．オリフィス内で気泡が崩壊する状態(B)とオリフィス下
流配管の管軸中心での気泡崩壊である状態（Ｃ）では PSR＝1 を中心にばらつきが
大きくなった．オリフィス下流壁面付近で気泡が崩壊する状態(D)の時ほとんどの周
波数帯で PSR＞1 となった． 
(6) PSR＞2 もしくは PSR＜0.5 となる周波数帯の数（FB 数）を評価することで，キャビテ
ーション状態(B)オリフィス内での気泡崩壊と状態(C)オリフィス下流配管の管軸中心
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付近での気泡崩壊を区分することができた．  
(7) 上 記 (4)及 び(6)の手 法 を組 み合 わせて評 価 することにより，キャビテーション状 態
(A)～(D)を区分することができた． 
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第 6 章 キャビテーション検知手法の実機適用性 
6.1 緒言 
第 5 章では，マイクロフォンを用いたキャビテーション検知手法について検討し，配管
絞り部の上流と下流のマイクロフォン出力を比較することにより，比較基準データなしで
キャビテーションの発達状態を判断する手法を提案した．しかしながら，実機プラント配
管に適用するためには，暗騒音の影響や保温装着配管による音響レベルの低下など，
騒音を測定する際に支障となる課題がある． 
本章では，保温材の音響計測への影響を評価するために，保温材装着条件でのキ
ャビテーション騒音測定を実施し，保温材の有無によるマイクロフォン出力特性の違い
を確認するとともに，キャビテーション検知特性への影響について検討した.また，実機
プラント配管におけるキャビテーション検知について，オリフィス以外の配管要素への適
用性及び騒音測定における暗騒音の影響について考察した．  
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6.2 実験装置と方法 
6.2.1 実験装置 
本章の実験で用いた装置は，2.2.1 項(図 2.1)で述べた流動ループである．試験部
は 4.2.2 項(図４.1)と同じくステンレス鋼（SUS304）製の試験体を用いた．流量は試験部
上流に設置した流量計で測定し，圧力は試験部上流と下流の圧力計で測定した．ま
た，供試流体の温度はレザーバに設置した温度計で測定した．実験装置の圧力はレ
ザーバに取り付けた窒素ボンベにより加圧し調整した．実験流速はポンプの回転数を
インバータにより制御して調整した．供試流体には水道水を用いた． 
 
6.2.2 実験条件 
実験条件としてキャビテーション数を用い，キャビテーション数σは次式で定義した． 
 
2
2
o
v
V
PP

  
ここで，P [Pa] はオリフィス下流圧力，Pv [Pa] は水温に対する飽和蒸気圧，Vo [m/s] は
オリフィス内の平均流速，ρ[kg/m3] は水の密度である．キャビテーション数を変化させる
場合，流速は一定 (Vo = 15.0～15.2 m/s) としてオリフィス下流の圧力 P を調整した．実
験中の水温はポンプ入熱により徐々に上昇するため，実験条件であるキャビテーション数
を変更する前後で水温を確認した．実験時の水温は 24.0～27.0℃であった．溶存酸素
濃度はβ = 3.0～6.0 g/m3 であった．  
 
6.2.3 保温材 
図 6.1 に，保温材の概観と取り付け状態を示す．使用した保温材は，珪酸カルシウム
製の円筒（内径 65mm，厚み 50mm）を半割にしたものであり，オリフィス上流配管，下流
配管，及びオリフィス部にそれぞれ取り付けた．そして，珪酸カルシウム製の保温材の
上からアルミ製の外装板（厚み 0.5mm）を巻きつけ，スコッチテープにて固定した． 
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図 6.1 保温材の概観 
 
6.2.4 測定システム 
本章で用いたマイクロフォン測定システムは，図 5.3(b)に示す長時間測定システムを
用いた．騒音測定には指向性マイクロフォン(小野測器製，MI-8100)を使用し，マイク
ロフォン出力信号は 2ch 小型 FFT 分析器 (リオン製，SA-78)の波形収録機能を用い
て保存した．測定した波形データは, 波形処理ソフト（リオン製，DA-20PA1）及び波形
分析ソフト(キャテック社製，Cat-wave)にて処理を行った． 
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6.3 保温装着配管におけるキャビテーションの音響測定 
6.3.1 周波数特性 
図 6.2(a)と(b)に，保温材を装着した場合と保温材を装着していない場合のキャビテ
ーション音響のパワースペクトルを示す．キャビテーション数はσ＝0.7 とし，オリフィス内
平均流速 Vo=15.1～15.2m/s であった．図 5.3(b) の測定システムを用い，サンプリング
周波数は 50ｋHz，1 回の測定あたりのデータ記録時間は約 10 秒とした．マイクロフォン
はオリフィス上流 90mm 及び下流 75 mm の 2 箇所に取り付け，保温材表面もしくは配
管表面からの距離を 50mm とした．解析周波数は 50Hz～20ｋＨｚであり，パワースペクト
ルの周波数分解能は 25Hz，分割数は 800 である．窓関数にはハニング関数を使用し
た． 
図 6.2(a)と(b)を比 較 すると，保 温 材 を通 過 した騒 音 は全 体 的 に小 さくなり，特 に
15kHz 以上の高周波数帯域での減衰が激しい．しかしながら，上流と下流のパワース
ペクトルを比較した場合，15kHz 以上の高周波数帯域ではあまり違いは見られない．こ
れは，保温材の音響吸音特性によるもので，高周波数帯域の音響ほど減衰が激しい
(1)．15kHz 以下でのパワースペクトルの差は明確であり，ほとんどの周波数帯で上流に
比べ下流のほうが大きいことを確認できた．  
この結果から，例え保温材が装着されていても，マイクロフォンを用いた騒音測定は
可能であり，配管絞り部 上流と下流のマイクロフォン出力の違いを確認することができ
る． 
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(a) 保温有り 
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(b) 保温なし 
図 6.2 指向性マイクロフォン出力の周波数特性 
（Vo=15.1～15.2m/s, σ＝0.7) 
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6.3.2 キャビテーション音響の統計的評価 
図 6.3 に保温材装着条件でのマイクロフォン出力の下流側／上流側の比を示す．キ
ャビテーション数はσ＝0.6～2.8 の範囲とし，オリフィス内平均流速 Vo=15.0～15.2m/s
であった．図 5.3(b) の測定システムを用い，サンプリング周波数は 50ｋHz，1 回の測定
あたりのデータ記録時間は約 10 秒とした．マイクロフォンはオリフィス上流 90mm 及び下
流 75 mm の 2 箇所に取り付け，保温材表面からの距離を 50mm とした．前節で述べた
周波数特性の評価では，上流及び下流ともキャビテーション音響の減衰が確認されて
いるものの，(Leq-L50)の下流側／上流側の比は，σ≦1.0 の領域で 2.0 を越えている．
このような傾向は，5.7 節で述べた保温を装着していない場合のキャビテーション検知
特性(図 5.14）と一致する．しかしながら， (Leq-L50)の下流側／上流側の比については
1.8≦σ≦2.2 の範囲で一時的にピークを持ち 2.0 を超える結果となった．このような特
性は，保温材を装着していない場合には見られず，第 4 章で実施した加速度センサを
用いたキャビテーション検知特性(図 4.9)と類似している.特に，1.6＜σ＜1.8 の区間で
(Leq-L50)の下流側／上流側の比が 2.5 から 1.3 に急激に低下しており，状態(B)から状
態(C)に遷移していると判断できる．この(Leq-L50)の下流側／上流側の比を用いて，キ
ャビテーション状態を判断する場合，5.7 節と同じ閾値である 2 以上に設定することで
状態(D)のみならず状態(B)についても検知できる． 
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図 6.3 保温材装着条件でのマイクロフォン出力の下流側／上流側の比 
（Vo = 15.0～15.2 m/s，指向性マイクロフォン使用，8kHz HPF 適用） 
 
 113
6.3.3 パワースペクトル比による評価 
図 6.4(a)～(e)に，キャビテーション数を変化させた場合のマイクロフォン出力の PSR
を示す．PSR の算出には，前節の評価と同じ波形を使用した．解析周波数は 50Hz～
20ｋＨｚであり，パワースペクトルの周波数分解能は 25Hz，分割数は 800 である．窓関
数にはハニング関数を使用した． 
図 6.4(a)～(e)に示す PSR の傾向は，図 5.16(a)～(e)に示す保温なしの場合の PSR
の傾向と全体的に一致する．状態(A)であるσ＞2.5 のとき，図 5.16(a)に比べばらつき
は多いもののほとんどの周波数帯で PSR は 0.5～2.0 倍の範囲内にある．また，PSR が
0.5～2.0 倍の範囲を外れる周波数帯はほぼ 2kHz 間隔であることから，ポンプインバー
タの影響を受けているものと推測される．今後の課題として一定間隔のものを除外する
ことで検知感度が向上する可能性がある．状態(B)である 1.9＜σ＜2.5 では，状態(A)
に比べ PSR のばらつきが大きくなる．但し，図 6.4(b)からは騒音源が上流側にあるのか
下流側にあるのか判断は困難である．状態(C)である 1.1＜σ＜1.9 では，状態(B)の場
合と比べると，全体的に PSR＞1 である周波数帯が多く，騒音源がオリフィス上流から
下流にシフトしていることを確認できる．状態(D)における PSR は，ほとんどの周波数帯
で PSR＞1 となり，特に 2～8kHz の周波数帯においては PSR＞2 となった． 
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(a) σ＞2.5 （状態(A)） 
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(b) 1.9＜σ＜2.5 （状態(B)） 
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(c) 1.1＜σ＜1.9 （状態(C)） 
図 6.4 保温材装着条件でのマイクロフォン出力波形のパワースペクトル比 （その 1） 
（Vo＝15.0～15.2m/s，指向性マイクロフォン使用） 
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(d) 0.9≦σ＜1.1 (状態(D) 壊食ピットなし) 
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(e) σ≦0.8 （状態(D) 壊食ピット有り） 
図 6.4 マイクロフォン出力波形のパワースペクトル比 （その 2） 
（Vo＝15.0～15.2m/s，指向性マイクロフォン使用） 
 
図 6.5 に，キャビテーション数を変化させた場合に PSR＞2 及び PSR＜0.5 となる FB
数の割合の変化を示す． 5.8 節と同じ条件とするため 8～20kHz の周波数帯について
評価を行った． 
図 6.4(a)～(e)を見ると，15kHz 以上の周波数帯では PSR＞2 及び PSR＜0.5 となる
FB 数は少ない．このことから，保温を装着した場合，特に高周波数帯において配管以
外からの騒音の影響が相対的に大きくなると考えられる．また，キャビテーション数を変
化させた場合の PSR＞2 の FB 数の変化の傾向は，図 6.3 に示した(Leq-L50)の下流／
上流比の傾向とよく似ている．5.8 節と同じ閾値である FB 数の割合を 10%以上と設定
すると，状態(D)である σ＜1.1 を区分することができる．  
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図 6.5  PSR＞2 及び PSR＜0.5 である周波数帯数の割合 
（8kHz 以上の周波数帯を対象とする） 
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6.3.4 保温装着配管におけるキャビテーション検知の手順 
図 6.6 に，保温装着配管でのキャビテーション検知の手順を整理して示す． 
キャビテーション壊 食 の恐 れがある状 態 (D)を検 知 する場 合 ，第 一 段 階 として，①
PSR>2 となる FB 数の割合が 10%を越えることで判断できる．状態(B)の検知については， 
②(Leq-L50)の下流側／上流側の比が 2 倍以上であること，かつ PSR＜2 となる FB 数の
割合が 10%以下であることを確認する．また，状態(A)と状態(B)～(D)を区分するために
は， ③広い範囲の周波数帯で PSR＞2 もしくは PSR＜0.5 となることを確認する．特に，
状態(A)の場合は PSR＞2 もしくは PSR＜0.5 となる周波数帯はほとんどなく，状態(A)と
それ以外とで容易に区別することができる．状態(C)の区分については，③の判定で状
態(A)でないことを確認し，更に①の判定で状態(Ｂ)，②の判定で状態(D)でないことを
確認する．これらの評価指標を組み合わせることで，保温装着配管を対象とした場合
でも，キャビテーション状態(A)～(D) を特定することが可能となる． 
 
(Leq-L50)
(Fig. 6.3)
PSR
(Fig. 6.4)
PSR>2
(Fig. 6.5)
Cavitation state
(Fig. 4.10)
1.0 2.0 3.0
Region (D)  (C)  (B)  (A)
Counts >10%
PSR >2 or <0.5
0
③Buckup for (B) and　(C)
①Detection of (D)
Detection method
Cavitation number
Ratio >2
②Detection of (B)
 
図 6.6 保温装着配管におけるキャビテーション検知手法の概要 
（①～③はキャビテーション検知の優先順位） 
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6.4 実機適用性に関する考察 
6.4.1 保温装着配管でのキャビテーション検知手法の適用性  
前節での検討では，保温装着配管でのキャビテーション検知については，定性的な
傾向は 5 章で述べた保温なしの場合と一致しており，実機プラントで数多く使用されて
いる保温を装着している場合でも適用可能と考えられる．しかしながら，保温材の影響
でマイクロフォン出力が低下することから，保温有りの場合となしの場合とでその検知特
性に若干の違いを生じる． 6.3.2 項で述べた(Leq-L50)の下流／上流比については，
1.8＜σ＜2.2 の領域で局所的にピーク（図 6.3 参照）が現れ，状態(B)などの弱いキャ
ビテーション状態の検知に寄与している．一方，PSR による評価については，キャビテ
ーション状態(A)～(D)の違いによる PSR の違いは，特に高周波数帯で小さく，保温なし
と比べて大きく異なる．そのため，PSR＞2 及び PSR＜0.5 で閾値を越える FB 数の割合
も全体的に少ない．保温装着配管での FB 数の割合は，最大で 22％であり，保温無し
の場合の FB 数の割合が最大で約 90％と比較して，約１／４に低下している．これは，
上流及び下流配管からの騒音が減衰することで，マイクロフォン出力の上流と下流 の
違いが相対的に小さくなることによる．6.3.3 項では，保温なしの場合と同様に FB 数の
閾値を 10％と設定したが，状態(D)の検知は可能であるものの，状態（Ｂ）と(C)での弱
いキャビテーション状態の判断には活用できなかった．仮に，FB 数の閾値を 5%に設定
すると， PSR＞2 の FB 数のキャビテーション検知特性から 1.6＜σ＜2.0 の区分が可能
となる．このように，複数の閾値を設定することでより詳細にキャビテーション状態を区分
できる可能性があるが，閾値を変更するには，音響測定における保温材の影響をより
定量的に把握する必要がある．  
 
6.4.2 オリフィス以外の配管要素に対する適用性 
実機プラントには，オリフィスの他にキャビテーション発生の可能性がある配管要素と
して各種の弁及びエルボが挙げられる(2)．配管系統におけるキャビテーションは配管絞
り部で発生するので，絞り部上流 及び下流のマイクロフォン出力の違いから，キャビテ
ーション気泡の崩壊位置を推定する本検知手法については，配管要素が弁の場合で
も有効であると考える．例えば，玉形弁の場合，水室内部で気泡崩壊した場合，振動
源が弁本体となることから，状態（B）絞り部内での気泡崩壊と同様の振動・音響特性
が得られと考えられる．また，バタフライ弁や仕切り弁の場合は，絞り部が薄くかつ弁体
に隣接しているため状態（B）となる領域はほとんどないと考えられる．このように，弁形
状ごとに状態 (B)，(C)，(D)の現れ方は様々であると推察されるが，オリフィスと同様 に
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気泡崩壊位置の違いでキャビテーション状態を区分することができる．しかしながら，本
研究で用いたオリフィスと実機プラントで用いられている弁などの配管要素では流れ場
の構造が異なることから，配管壁面 にキャビテーション気泡が到達する位置は配管要
素ごとに異なる．このような場合，配管絞り部下流 0.5～2.0D の範囲で数箇所の騒音
測定を実施し，上流のマイクロフォン出力との差が大きい測定データを用いて評価する
ことを推奨する． 
 
6.4.3 騒音測定における暗騒音の影響 
騒音測定における暗騒音の影響について考察する．一般的に，音圧は，音源から
の距離比に反比例して低下する．第 5 章，第 6 章で実施したキャビテーション騒音測
定では，測定中は常に，約 1.5m 離れた位置にあるポンプからインバータ音が暗騒音と
して検出された．マイクロフォンと配管との位置関係は図 5.9 に示したとおりであるが，こ
の場合，音源０から上流マイクロフォン及び下流マイクロフォンまでの距離比は４：１とな
りマイクロフォン出力も下流側で大きな音として測定される．一方，ポンプからの距離は，
上流と下流のマイクロフォンの離隔距離 165mm に対し約 9 倍であり，ポンプから上流，
下流マイクロフォンまでの距離比はほぼ１：１となる．図 5.15(a)の結果からも，2 本のマイ
クロフォンの離隔距離に対し相対的に遠方にある騒音源からの音については，上流，
下流ともに同じマイクロフォン出力になる．そのため，配管近くにマイクロフォンを配置す
ることで，近くで大きな騒音源がない限り，暗騒音の影響は考慮する必要はないと考え
る． 
以上のことから，実機プラント配管においても，第 5 章及び第 6 章で述べたマイクロ
フォンを用いたキャビテーション検知手法を適用可能であると考える． 
 
6.4.4 実機適用に関する課題 
本研究で提案したキャビテーション検知手法は，だれにでも簡単にキャビテーション
状態を診断可能にするための方法であり，配管絞り部における振動や異音を発見した
時に原因特定の一助として活用することが期待される．今後，本手法を実機適用する
際に改善することが望ましい事項は以下のとおりである．  
１．保温装着配管でのキャビテーション検知特性の向上  
6.4.1 項で述べたように，保温材の影響でマイクロフォン出力が低下することから，
保温なしよりキャビテーション騒音の検知特性が明確でない．PSR および FB 数の
閾値を複数設定することでより詳細にキャビテーション状態を区分できる可能性が
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あるが，これらの閾値を最適にするには，騒音測定をした場合の保温材の影響に
ついてより定量的に把握する必要がある． 
２．オリフィス以外の配管要素に対する適用性の検証  
6.4.2 項での考察の結果，オリフィス以外の配管要素に対しても提案した検知手法
は有効であると考えられる．しかし，オリフィス以外の配管要素については机上検
討のみであるため，実験や実機プラントでの調査などにより検証を行うことが望まし
い． 
３．騒音環境下での適用性の検証  
  6.4.3 項での考察の結果，配管近くにマイクロフォンを配置することにより，マイクロ
フォンの近くに大きな騒音源がない限り，暗騒音の影響は考慮する必要はないと
考えられる．しかし，実機プラントでは様々な騒音環境が想定されることからフィー
ルド調査などにより検証を行うことが望ましい． 
４．自動解析ツールの開発  
本検知手法は，配管絞り部で振動や異音を発見した時に使用することを想定し
ており，現場でキャビテーション状態を判断できることが望ましい．そのためには信
号 処 理 および判 定を簡 易 に行うための自 動 解 析 ツールを開 発 することが望 まし
い． 
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6.5 結言 
本章では，第 5 章で述べたマイクロフォンを用いたキャビテーション検知手法につい
て，実機プラント配管への適用を考えた場合に支障となる配管保温材による音響減衰
の影響について評価した．保温装着条件での騒音測定を実施し，その出力特性の違
いを確認するとともに，保温材なしでの結果とのキャビテーション検知特性の差異につ
いて検討した．これらの取組みで得られた知見は以下のとおりである． 
 
(1) σ＝0.7 における保温装着条件での騒音測定の結果，保温材を通過した騒音は全
体的に小さくなり，特に 15kHz 以上の高周波数帯域での減衰が大きくなった．しかしな
がら，マイクロフォン出力のパワースペクトルは，上流に比べ下流の方が有意に大きいこ
とを確認した． 
(2) キャビテーション数を変化させた場合の(Leq-L50)の下流／上流比の特性は，加速度
センサを用いたキャビテーション検知特性と類似しており，状態(D)オリフィス下流配管
の壁面付近での気泡崩壊および状態(B)オリフィス内での気泡崩壊を判断することがで
きた． 
(3) 保温装着配管におけるマイクロフォン出力のパワースペクトル比(PSR)は，保温無しと
同様にキャビテーション状態ごとに異なる．状態(A)キャビテーションなしでは，ほとんど
の周波数帯で PSR は 0.5～2.0 倍の範囲内にあるのに対し，状態(B) オリフィス内での
気泡崩壊と状態(C)オリフィス下流配管の管軸中心付近での気泡崩壊では PSR のばら
つきが大きくなり，0.5～2.0 倍の範囲を外れる周波数帯の数（FB 数）が増加した． 
(4) PSR＞2 となる周波数帯の数を評価することで，状態(D) オリフィス下流配管の壁面
付近での気泡崩壊を特定することができた． 
(5) 上記(2)～(4)の手法を組み合わせることにより，キャビテーション状態（A）～(D)を区分
することができた． 
 
提案したキャビテーション検知手法は，絞り部上流及び下流のマイクロフォン出力の
違いから気泡の崩壊位置を推定する手法であり，オリフィス以外の配管要素に対しても
有効であると考えられる．実機プラントにおける暗騒音の影響は，配管近くにマイクロフ
ォンを配置することで，マイクロフォンの近くに大きな騒音源がない限り考慮する必要は
ないと考えられる． 
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第７章 結 論 
7.1 総括的結論 
本論文では，運転中発電プラントの弁・オリフィスなどの配管絞り部に適用可能なキ
ャビテーション検知手法を提案することを目的として，配管外部から比較基準データの
整備なしでキャビテーションを検知できる手法について検討した． 
第 1 章では，原子力発電所におけるキャビテーションに起因するトラブルの実情を
踏まえ，配管構造物の損傷防止にはキャビテーション検知手法が必要であることを指
摘した．従来研究から振動・騒音によるキャビテーションモニタリングは有望であるが，
実機プラント配管に適用するためには，比較基準データを使用しない検知手法が必要
であることを示した． 
第 2 章では，オリフィス下流におけるキャビテーション流動状況について調査した．
可視化観察の結果から，キャビテーション気泡の分布はキャビテーション数に対応して
大きく変化し，キャビテーション発達状態では気泡密度の高い範囲がオリフィス下流配
管の壁面近傍に到達することを確認した．ＰＩＶによる流速分布測定の結果，オリフィス
下流の流れは，下流 1.5～2.0D 付近で壁面に再付着することを確認した．キャビテー
ション流 動 写 真 の輝 度 値 解 析 では，輝 度 値 の変 動 が大 きい領 域 が，オリフィス下 流
1.5～1.6D の配管壁面近傍に存在し，キャビテーション気泡の崩壊頻度の高い範囲と
対応することが推測された．キャビテーション流動のマクロな流れ場の構造とキャビティ
パターンについては，数値解析を用いて定性的に評価できることを確認した． 
第 3 章では，キャビテーション気泡の崩壊に伴う衝撃圧力が配管構造物に及ぼす
影響について調査した．キャビテーション発達状態におけるオリフィス下流の衝撃力の
流れ方向分布は下流１.1～1.6D，壊食速度分布は下流 1.2～1.5D の範囲で大きくな
る結果となり，第 2 章における可視化観察で得られた配管壁面近傍の気泡分布とよく
対 応した．アルミ試験 片を用いた壊 食初 生 評 価では壊食 ピットが発 生 しだすキャビテ
ーション数はσ≦0.8 であり，σ≧0.9 では壊食ピットが発生しないことを確認した．この
結果，キャビテーション壊食を防止するためには，σ＜0.9 の発達状態のキャビテーショ
ンを確実に検知する必要があることを明らかにした． 
第 4 章では，配管外面に取り付けた加速度センサによるキャビテーション検知手法
について検討した．比較基準データを使用しない検知手法として，絞り部上流でのセ
ンサ出力 RMS を比較基準データとし，絞り部下流でのセンサ出力 RMS との比（RMS
比）によりキャビテーションの発達状態を検知する手法を提案した．また，キャビテーショ
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ン気泡分布と加速度センサ出力 RMS 比との比較により，オリフィス下流のキャビテーシ
ョン状態は気泡崩壊位置により（A）キャビテーションなし（σ＞2.5），（Ｂ）オリフィス内で
の気 泡 崩 壊 （1.9＜σ＜2.5），(C)オリフィス下 流 配 管 の管 軸 中 心 付 近 での気 泡 崩 壊
（1.1 ＜σ＜ 1.9），(D) オリフィス下流配管の壁面付近での気泡崩壊（σ＜ 1.1）の 4 段
階に分類できることを明らかにした． 
第 5 章では，実機プラント配管でのモニタリングに有利と考えられるマイクロフォンを
用いた非接触測定について検討した．マイクロフォンによる音響測定により，非接触測
定でもキャビテーション気泡崩壊による衝撃力を検知できることを確認した．検知指標
である下流と上流の RMS 比が加速度センサより大きく劣る結果となった．検知特性の
向上を目的に，信号処理方法および測定方法の改善として，ハイパスフィルタの適用，
過渡音響に着目した統計処理，指向性マイクロフォンの使用を検討した．これらにより，
σ＝0.6 での RMS 比を 2 倍から 5.8 倍に向上し，(Leq-L50)の下流／上流比が 2 倍以
上の時に状態（D)オリフィス下流配管の壁面付近での気泡崩壊としてより確実に検知
できるようになった．σ＞1.1 の弱いキャビテーションの区分については，キャビテーショ
ン音響の周波数特性を定量的に評価する指標として上流と下流の出力のパワースペ
クトルを周波数帯ごとに比較するパワースペクトル比（PSR）により評価する手法を提案
した． PSR＜0.5 となる周波数帯の数（FB 数）の割合が 10%を越えると状態（B）オリフィ
ス内での気泡崩壊であると判断でき，PSR＞2 となる FB 数の割合が 10%を越える範囲か
ら，状態（D)オリフィス下流配 管の壁 面付 近での気泡 崩 壊を除くと状 態（C）オリフィス
下流配管の管軸中心付近での気泡崩壊であると判断できた．これらの手法を組み合
わせて評価することにより，状態(A)～(D)を区分することができた． 
第 6 章では，マイクロフォンによるキャビテーション検知手法の実機プラント配管への
適用性について検討した．実機プラントの高温配管で使用される保温材の影響は，保
温材を装着することでキャビテーション音響は大きく減衰し，特に高周波数帯域での減
衰が激しい．しかし，上 流と下流の音響を比較 すると，キャビテーション音響に有 意 な
相違が有り， (Leq-L50)の下流／上流比が 2 倍以上の時，状態（D）オリフィス下流配管
の壁面付近での気泡崩壊及び状態（B）オリフィス内での気泡崩壊であると判断できた．
また，PSR が 0.5～2.0 倍の範囲を外れる FB 数が増加することで状態（B）オリフィス内
での気泡崩壊もしくは状態（C)オリフィス下流配管の管軸中心付近での気泡崩壊であ
ることを判断でき，PSR＞2 となる FB 数が 10％を越えることで状態（D）オリフィス下流配
管の壁面付近での気泡崩壊であると特定することができた．これらの手法を組み合 わ
せることで状態(A)～(D)を区分できることを確認した．オリフィス以外の配管要素におけ
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るキャビテーション検知については，配管絞り部下流 0.5～2.0D での騒音測定を実施
し，最大となる測定データを用いて評価することを推奨した． 
上記したように，実機プラント配管に適用可能なキャビテーション検知として，マイク
ロフォンを用いた比較基準データを必要としない手法を提案した． 
 
7.2 今後の課題 
本研究で提案したキャビテーション検知手法を実機プラント配管に適用する際の課
題については以下のとおりである． 
１．保温材装着配管におけるキャビテーション騒音については，保温無しに比べ検知特性
が明確でなく，PSR および FB 数の閾値の設定に改善の余地がある．これらの閾値を最
適にするために，保温材が騒音測定に及ぼす影響についてより定量的に把握すること
が望まれる． 
２．オリフィス以外の配管要素に対する本手法の適用性について詳細な検証を行うことが
望まれる． 
３．実機プラントの騒音環境下での本手法の適用性について実機プラントへの適用を通し
て検証を行うことが望まれる． 
４．提案した信号処理方法および判定を現場で簡易に行うために，自動解析ツールの開
発が望まれる． 
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